
平成29年度
整備主任者研修 法令研修資料

【四国運輸局地域教材】

四国運輸局自動車技術安全部整備・保安課

 



1
点検整備料金の請求に関する注意喚起について
〔平成２８年７月１日　国自整第８３号〕

1

2
ホイール・ボルト折損による大型自動車等の車輪の脱落事故防止について
〔平成２８年１１月４日　国自整第２０６号の２〕

2

3
大型貨物自動車の速度抑制装置に係る改変の防止について
〔平成２９年２月１５日　国自整第３３５号の２〕

10

4
事業用貨物自動車に係る運行記録計による記録の義務付けの拡大について
〔平成２９年３月１０日　国自安第２３８号・国自貨第１６２号・国自整第３４８号〕

11

1
「ハイブリッド自動車等の車両接近通報装置」及び「前照灯の自動点灯機能」を義務付けま
す。
〔平成２８年１０月７日　報道発表資料〕

15

2
自動車のナンバープレートや検査標章が変わります
〔平成２８年１２月２８日　報道発表資料〕

20

3
道路運送車両の保安基準等を改正します
〔平成２９年２月９日　報道発表資料〕

22

4
無車検車両の使用者に対し注意喚起を行っています。
〔平成２９年３月１０日　報道発表資料〕

28

5
自動車の関係手続のオンライン化の拡大
〔平成２９年３月３０日　報道発表資料〕

30

6
基準緩和自動車の認定要領等の一部改正等について
〔平成２９年７月５日　報道発表資料〕

31

7 ＯＣＲ記入時のお願い 34

8 ＯＣＲ印刷時のお願い 35

9 お願い　～ＯＣＲの記載について～ 37

10 ナンバープレートの表示等の基準が制定されました 38

11
自動車の前面ガラスへ貼付するステッカーの指定について
〔平成２９年１月１６日　国自技第２１１号〕

46

1
審査事務規程の一部改正について（第３次改正）
〔平成２８年１０月７日　報道発表資料〕

54

2
審査事務規程の一部改正について（第５次改正）
〔平成２８年１０月２８日　報道発表資料〕

57

3
審査事務規程の一部改正について（第６次改正）
〔平成２８年１２月２２日　報道発表資料〕

59

目　　　　　次

第一章　整備事業関係

第二章　検査業務関係

第三章　独立行政法人自動車技術総合機構関係



4
審査事務規程の一部改正について（第７次改正）
〔平成２９年２月９日　報道発表資料〕

61

5
審査事務規程の一部改正について（第８次改正）
〔平成２９年３月３０日　報道発表資料〕

62

6
審査事務規程の一部改正について（第１０次改正）
〔平成２９年４月２８日　報道発表資料〕

63

7
審査事務規程の一部改正について（第１１次改正）
〔平成２９年６月２２日　報道発表資料〕

64

8 受検者の皆様へ 65

1 軽自動車検査協会の業務等について 71

2 最近の検査場における事故状況について 77

3 お知らせ 78

4 お願い 81

5 平成10年9月1日以降に製作された軽自動車の前照灯の検査について 85

6 検査の高度化機器の本格運用を行います。 86

7 軽自動車検査協会が目指す検査の高度化システムのメリット 87

8
軽自動車保有関係手続のワンストップサービス（軽自動車ＯＳＳ）導入に係る基本方針の決
定について

88

9 受検者の禁止事項・指示事項 89

10 不適切な補修の禁止等 90

1 自動車分解整備事業者の遵守事項について 92

2 検査不合格時のお願い 94

3 エコカー減税（自動車重量税）の概要 95

4 ｰ中小企業等経営強化法ｰ 経営力向上計画策定の手引き 99

5 自動車整備事業の認証、優良、指定等に係る集計結果【全国　平成28年度】 108

6 自動車整備事業の認証、優良、指定等に係る集計結果【四国　平成28年度】 112

7 問合せ一覧（平成29年8月1日現在） 116

8 定期点検の間隔及び自動車検査証の有効期間に関する整理表 121

第五章　参考資料

第四章　軽自動車検査協会関係



 

国 自 整 第 ８ ３ 号   

平成２８年７月１日   

 

 

 一般社団法人日本自動車整備振興会連合会会長 殿 

 

 

国土交通省自動車局整備課長     

 

 

   点検整備料金の請求に関する注意喚起について 

 

 

 今般、大阪府内の自動車分解整備事業者が、メンテナンス契約を交わし

たリース会社に対し、平成１６年６月から平成２７年１２月までの長期間

にわたり合計２,０００件以上、整備作業又は交換していない部品の料金

を水増し請求していた事案が判明しました。 

 当該事案は、道路運送車両法第９１条の３及び同法施行規則第６２条の

２の２に規定されている自動車分解整備事業者の遵守事項違反に該当し、

自動車整備事業全体の社会的信頼を失墜させ、かつ、点検整備の促進を根

幹から揺るがしかねない行為であり、誠に遺憾であります。 

 つきましては、同様な事案の発生を未然に防止するため、点検整備料金

の請求が適切に実施されているかを社内点検し、従業員の教育を含めた適

切な管理を徹底するよう貴会傘下会員に対して注意喚起していただくよ

うお願いします。 

 

 

第一章　整備事業関係
１．点検整備料金の請求に関する注意喚起について
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国自整第２０６号の２ 

平成２８年１１月４日 

 

 

一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会 会長 殿 

 

 

 

国土交通省自動車局整備課長 

 

 

 

      ホイール・ボルト折損による大型自動車等の車輪の脱落事故防止について 

 

 

標記については、昨年、適正な車輪脱着作業の再徹底及び大型自動車（車両総重量8ト

ン上の貨物自動車又は乗車定員 30 人以上の乗合自動車）の使用者による適切な保守管理

の実施の啓発を図ることを目的として、（一社）日本自動車工業会、（一社）日本自動車車

体工業会及び（一社）日本自動車タイヤ協会とともに周知・啓発用資料「ストップ!!ザ・

車輪脱落事故」（別添）を作成するとともに、「大型自動車のホイール・ボルト折損による

車輪の脱落事故防止について」（平成27年9月10日付、国自整第196号）により、これを

活用する等して、大型自動車の適正な車輪脱着作業を貴会傘下会員に対して徹底するよう

要請していたところです。 

 

（大型自動車に係る平成27年度の事故の状況） 

今般、国土交通省が平成27年度の同種事故の発生状況を調査したところ、発生件数は

41件で、前年度に比べ4件減となっているものの、ほぼ横ばいで厳しい状況となりまし

た。 

同事故の分析を行った結果、同事故の直近に行われた車輪脱着作業は、タイヤ交換やタ

イヤローテーション等の作業が28件（68.3%）、定期点検整備や臨時整備が8件（19.5%）

となっており、また作業の実施者は、大型自動車ユーザーが22件（53.7%）、整備工場が9

件（22.0%）、タイヤ専業店が5件（12.2%）となっていました。更に車輪脱着作業後2月以

内に発生した事故件数は30件(73.2%)です。 

平成27年11月～平成28年3月の冬期に24件と多発しており、積雪地域での発生が高

い傾向にありました。 

 

 

 

 

 

 

２．ホイール・ボルト折損による大型自動車等の車輪の脱落事故防止について
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（中型トラック等に係る事故） 

 本年 9 月 27 日に、中央自動車道において中型トラックの車輪が脱落し、後続のトラッ

クの運転者に衝突し、運転者が重体となる事故が発生（事故原因は明らかになっていない）

するなど、中型トラック等に係る事故も発生しています。 

 

（要請事項） 

引き続き貴会傘下会員に対して、「ストップ!!ザ・車輪脱落事故」（別添）を活用する等

して適正な車輪脱着作業の徹底をお願いします。 

また、大型自動車の使用者に対して、一定走行後の増し締め、日常点検の確実な実施を

含めて本件の再周知をお願いいたします。 

さらに、中型トラック等についても、車輪脱落事故防止のための留意事項は同様ですの

で、併せて徹底をお願いします。 

 

（参考）平成27年度大型自動車のホイール・ボルト折損による車輪脱落事故発生状況 
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確実な締付け

日本自動車工業会HP http://www.jama.or.jp/user/
日本自動車車体工業会HP http://jabia.or.jp/use/trailer/index.php
日本自動車タイヤ協会HP http://www.jatma.or.jp/tekisei/

車輪脱落を防ぐ、４つのポイント

車輪の脱落事故が起きています　
大型車・車輪脱落事故

平成 15年 1月～平成 26年 12月（年間約 34件）

車輪が脱落するまでには必ず予兆があります。
日頃の点検・整備で車輪脱落事故を防止。
ご自身による車輪まわりの点検をお願いします。

車輪脱落事故の多くは、ホイール脱着後１か月以内
に起きています。正しい脱着作業をお願いします。

増し締めの実施
締付け後は初期なじみによっ
てホイールナットの締付け力
が低下します。
50～100 ㎞走行後を目安に
増し締めを行います。

日常の点検
一日一回、運行の前に、ホイー
ルボルト、ナットを目で見て、
さわって点検します。
異常を発見したら直ぐに整備
工場へ。

ホイールの履き替え
スチールホイール、アルミホ
イールの履き替えには、それ
ぞれ適合するホイールボル
ト、ナットの使用が必要です。
必ず確認してください。

詳しい情報は…

412件！412件！

この図は右側タイヤの場合です。

JIS方式（球面座）ダブルタイヤの場合

JIS方式（球面座）6穴・8穴

ホイール

フロント

リヤー
（ダブルタイヤ）

アルミ用の
ナットに交換（※）
ホイールボルト、
インナーナットを
アルミ用に交換

ホイールボルトを
アルミ用に交換

ホイールボルト、
インナーナットを
スチール用に交換

スチール用の
ナットに交換（※）

スチールから
アルミに履き替え

アルミから
スチールに履き替え

ISO方式/新・ISO方式（平面座）8穴・10穴

ホイール

フロント
リヤー

スチールから
アルミに履き替え

アルミから
スチールに履き替え

ねじの締付け方向を
確かめて締付けます

規定の締付トルク

※日野車は、ナットに加え、それぞれ専用の
ホイールボルトに交換します。

（ホイールナットは共用品）

ホイールボルトを
スチール用に交換
（ホイールナットは共用品）

 －大型車をご使用の皆様へ車輪脱落事故防止のお願いです。

 国土交通省
（一般社団法人）日本自動車工業会　いすゞ自動車 /日野自動車 /三菱ふそうトラック・バス /UDトラックス
（一般社団法人）日本自動車車体工業会　トレーラ部会
（一般社団法人）日本自動車タイヤ協会

締付け方式には、球面座で
締付ける JIS方式と平面座で
締付けるISO方式があります。
規定の締付けトルクで確実
に締付けます。

①アウター
ナットを
緩めます。

②インナー
ナットを
締付けます。

③アウター
ナットを
締付けます。

車輪の脱落は、路上故障や他の交通の妨げとなるばかりではなく、歩行者や
他の車両の乗員の命に係わるなど、場合によっては重大な事故を引起し、社会
的信頼を損なうことにもなりかねません。
安全確保のために、日頃から、正しい点検・整備の実施をお願いします。

あなた自身による、正しい点検・整備の実施が重要です。

他人事で
はない！

他人事で
はない！
点検整備

しないと
、

車輪が跳
びます！点検整備
しないと

、

車輪が跳
びます！

（別添）
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11

11

11

22

22

22 インナーナット

大型トラック（トレーラ）・バスのホイールボルト関係の点検内容

●ホイールナットの脱落やホイールボルトの折損はないか。
●ホイールやホイールボルト、ナットのまわりに錆汁がでた痕跡はないか。
●ホイールナットから突出しているボルトの長さに不揃いはないか。
●ホイールに亀裂や損傷がないか。

●ボルトの折損やナットの緩みがないか、ホイールナットの下側に指をそえて、
点検ハンマなどでナットの上側面を叩いたときに、指に伝わる振動が他の
ホイールナットと違ったり、濁った音がしないか。

－大型車：車両総重量 8 トン以上のトラック（トレーラ） または 乗車定員 30 人以上のバス

日
常
点
検

目視での点検

●トルクレンチを用いるなどにより、ホイールナットを規定のトルクで締付けます。３
か
月
点
検

締
付
け
方
式

一つのナットで締付ける方式の緩み点検

●ホイールボルトやナットに亀裂や損傷がないか、著しい錆の発生がないか。
※ワッシャー（座金）付きナット（ISO方式）では、ワッシャーがスムーズに回転するかも点検。
●ホイールボルトに伸びはないか。
●ボルト、ナットのねじ部に「つぶれ、やせ、かじり」などの異常はないか。
●ホイールのボルト穴、かざり穴のまわりや溶接部に亀裂および損傷がないか、
ホイールナットの当たり面に亀裂や損傷、摩耗がないか。
●ホイールのハブへの取付面、合わせ面に摩耗や損傷がないか。

●50～ 100㎞走行後を目安に、増し締めを行います。

締付け不足、締め忘れ防止のため、作業終了後、（規定のトルクで）確実に締付け
たことを確認するようお願いします。

ホイールの締付け方式には、球面座で締付ける JIS
方式と、平面座で締付けるISO方式があります。
大型トラック・バスでは「排出ガス規制ポスト新長期
規制適合」車から、左右輪・右ねじとする「新・ISO方式」
を採用しました。
アルミホイール/スチールホイールの履き替えには、
それぞれ適合するボルト、ナットの使用が必要です。

12
か
月
点
検

ディスクホイールを取外して行う点検

点検ハンマなどを用いての点検

●最初にボルトの半数（一個おき）のアウターナットを一旦緩め、インナーナットを
トルクレンチを用いるなどにより規定のトルクで締付けます。
●次に、緩めたアウターナットを、トルクレンチを用いるなどにより規定の締付け
トルクで締付けます。
●続いて、残りの半数のホイールボルトのアウターナット、インナーナットについ
ても同様の作業を繰り返します。

インナー、アウターのナットで締付ける方式の緩み点検

●ホイールの取付面、合わせ面、ホイールナットの当たり面、ハブ取付面、ボルト、
ナットの錆やゴミ、泥、追加塗装などの異物を取除きます。
●ホイールボルト、ナットに指定の潤滑剤を薄く塗布します。（↙）

・JIS 方式の場合… ボルト、ナットのねじ部および座面（球面座）部に塗布
・ISO方式の場合… ボルト、ナットのねじ部およびナットとワッシャーとのすき間に塗布

（※ホイールとの当たり面には塗布しない）
（↗）ドライ方式（潤滑剤を塗布せず締付ける方式）の車両では、油分の塗布は厳禁です。

●ホイールナットの締付けは、対角線順に２～３回に分けて行い、最後にトルク
レンチを用いるなどにより規定のトルクで締付けます。
※インパクトレンチで締付ける場合は、締付け時間や空気圧などに留意し、締め過ぎないよう
に十分注意します。最後は、トルクレンチを用いるなどして規定のトルクで締付けます。

ディスクホイールを取付ける際に行う点検

〔後輪ダブルタイヤの締付け構造〕

ISO方式ホイールナット

目視での点検

点検ハンマなどを用いての点検

ディスクホイールの点検箇所

ねじの締付け方向を確かめて締付けます

①アウターナットを
緩めます。

②インナーナットを
締付けます。

③アウターナットを
締付けます。

この図は右側タイヤの場合です。

（次に残りの半数を点検）（最初に半数を点検）

8本ボルトの場合

ISO方式ホイールナット

目視での点検

点検ハンマなどを用いての点検

JIS方式ダブルタイヤの締付け手順

ホイール、ハブ、ボルト、ナットの点検箇所

ディスクホイールの点検箇所

ねじの締付け方向を確かめて締付けます

JIS方式（６穴、８穴）ISO方式（８穴、10穴）
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車輪脱落事故発生状況（平成２７年度）
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車輪脱落事故発生状況（平成２７年度）
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タイヤ脱着作業実施者別
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国自整第３３５号の２ 

平成２９年２月１５日 

 

 

 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会会長 殿 

 

 

 

国土交通省自動車局整備課長 

 

 

 

大型貨物自動車の速度抑制装置に係る改変の防止について 

 

 

 

今般、大型貨物自動車の速度抑制装置の不正改造に絡み L ジョイントをインターネット

で販売した被疑者（運送事業者に勤務する運転者）が、落札者の道路運送車両法（不正改造）

違反と道路交通法（速度超過、速度抑制装置整備不良車運転）違反を幇助したとして、逮捕

される事案が発生しました。また、落札者のトラック運転者３名も事件送致されています。 

 Ｌジョイントの装着やパルス整合器の調整は、タイヤサイズ又は動力伝達装置の減速比の

変更がなされた場合に限り、速度計の指示を適切に補正するため、自動車製作者が定めた作

業要領等に基づき、速度抑制装置の機能を損なわないよう、細心の注意を払って行うべきも

のであります。 

 Ｌジョイントの不適切な装着やパルス整合器の不適切な調整により速度抑制装置の不正

改造等を行った者等については、整備事業者の場合には道路運送車両法に基づき、行政処分

を行うことはもとより、道路運送車両法第９９条の２（不正改造等の禁止）の違反について

厳正な対処を行うことになります。 

 ついては、貴会傘下会員に対し、使用者や運転者からの依頼であっても不適切なＬジョイ

ントの装着やパルス整合器の不適切な調整により速度抑制装置の機能を損なう改変を行う

ことのないよう、周知徹底をお願いします。 

 

 

 ３．大型貨物自動車の速度抑制装置に係る改変の防止について
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国 自 安 第 ２ ３ ８ 号 

国 自 貨 第 １ ６ ２ 号 

国 自 整 第 ３ ４ ８ 号 

平成２９年３月１０日 

 

 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会会長 殿 

 

 

国土交通省自動車局安全政策課長      

 

 

 

貨 物 課 長      

 

 

 

整 備 課 長      

課 長 

 

事業用貨物自動車に係る運行記録計による記録の義務付けの拡大について 

 

 

 国土交通省では、貨物自動車運送事業法に基づく省令において、平成２７年

４月１日から、事業用貨物自動車の新車について、運行記録計による記録を義

務付ける範囲を、「車両総重量８トン以上又は最大積載量５トン以上」から

「車両総重量７トン以上又は最大積載量４トン以上」に拡大したところです。

これにより、当該車両にも装着が必要となりますが、貨物自動車運送適正化事

業実施機関の巡回指導において、平成２７年４月以降に新車で購入したもの

で、新たに義務付け対象となった事業用貨物自動車のうち、運行記録計が装着

されていないものが多いとの報告がありました。このため、国土交通省としま

しては、同機関と連携して、貨物自動車運送事業者に対し、改めて以下の事項

について周知徹底を図っているところです。 

 

・ 事業用貨物自動車に係る運行記録計の装着が必要な範囲は、「車両総重 

量７トン以上又は最大積載量４トン以上」に拡大されていること 

 

 

４．事業用貨物自動車に係る運行記録計による記録の義務付けの拡大について

- 11 -



 

・ 本義務付け拡大の開始は、新車にあっては既に平成２７年４月１日か 

ら、使用過程車にあっては平成２９年４月１日からであること 

 

・ 貨物自動車運送事業者の運行記録計による記録違反は、車両使用停止処 

分等の対象となること 

 

上述のとおり、本年４月１日以降は「車両総重量７トン以上又は最大積載量

４トン以上」の事業用貨物自動車には、全て運行記録計が備え付けられている

必要がありますので、つきましては、貴連合会におかれましても傘下会員を通

じて事業用貨物自動車を扱う整備工場に対し、周知方お願いいたします。 
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平成 28 年 10 月 7 日 

自 動 車 局 

 

「ハイブリッド自動車等の車両接近通報装置」 

及び「前照灯の自動点灯機能」を義務付けます。 

－ 道路運送車両の保安基準等の一部改正について － 

自動車局では、自動車の安全基準について、国際的な整合を図りつつ、安全性を向上さ

せるため、順次、拡充・強化を進めています。 

今般、車両接近通報装置に関する国際基準が、国連欧州経済委員会自動車基準調和世

界フォーラム（WP29）において新たに採択されました。これを踏まえ、我が国においても、当

該国際基準の発効に合わせ、道路運送車両の保安基準等を改正し、ハイブリッド自動車及

び電気自動車等に対し、歩行者等に自動車の接近を音で知らせる「車両接近通報装置」

を義務付けることとします。 

また、特に薄暮時における我が国の交通事故実態を踏まえ、周囲の明るさが一定以下と

なった際に前照灯が自動で点灯する「オートライト機能」を義務付けることとします。 

このほか、以下のとおり道路運送車両の保安基準等を改正します。 

 

道路運送車両の保安基準（昭和26年運輸省令第67号）等について、以下の改正を行い

ます。（改正の詳細については別紙をご覧ください。） 

 

１．保安基準等の改正項目 

(1) 車両接近通報装置に関する基準の導入 

(2) 昼間走行灯に関する基準の導入（国際基準） 

(3) すれ違い用前照灯の自動点灯に関する基準の導入 

(4) 二輪自動車等に備える連鎖式点灯を行う方向指示器等に関する基準の導入 

(5) 直前直左確認鏡の取付方法に関する基準の明確化 

(6) 外装基準の改正及び適用猶予の解除 

 

２．公布・施行 

公布：10月7日（本日） 

施行：10月7日（1．（1）及び(4)にあっては10月8日） 

（※各基準の適用日については別紙参照） 

 

問い合わせ先 

 自動車局 技術政策課：河野、齋藤 

  電話 03-5253-8111（内線 42255） 03-5253-8591（直通） 

  FAX  03-5253-1639 

 自動車局 審査・リコール課：西村 

  電話 03-5253-8111（内線 42313） 03-5253-8596（直通） 

 FAX 03-5253-1640 

第二章検査業務関係

１．「ハイブリッド自動車等の車両接近通報装置」及び「前照灯の自動点灯機能」を義務付けます。
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別紙 

 

道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令等について 

 

１．背景 

自動車の安全基準等について、国際的な整合性を図り自動車の安全性等を確保するた

め、我が国は国際連合の「車両等の型式認定相互承認協定」（以下「相互承認協定」とい

う。）に平成 10 年に加入し、現在、相互承認協定に基づく規則（以下「協定規則」とい

う。）について段階的に採用を進めているところです。 

今般、国連欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 168 回会合にお

いて、協定規則のうち、新たに「静音性車両に係る協定規則（第 138 号）」が採択され、

「二輪自動車等の灯火器の取付けに係る協定規則（第 53 号）」等が改訂されたことを踏

まえ、国内においても、静音性車両に係る車両接近通報装置の基準及び二輪自動車等に

備える連鎖式点灯を行う方向指示器等の基準を導入します。また、「デイタイムランニン

グランプ（昼間走行灯）に係る協定規則（第 87 号）」について、新たに採用することとし

ました。 

さらに、前照灯の自動点灯（オートライト）機能に係る基準の新設、直前直左確認鏡等

の取付け方法の明確化並びに外装基準の改正及び適用猶予の解除等を行います。 

このため、道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号。以下「保安基準」

という。）、装置型式指定規則（平成 10 年運輸省令第 66 号）、道路運送車両法関係手数

料規則（平成 28 年国土交通省令第 17 号）、道路運送車両の保安基準の細目を定める告

示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号。以下「細目告示」という。）等について、所要

の改正を行うこととします。 

 

２．改正概要 

Ⅰ.保安基準等の改正 

（１）車両接近通報装置に関する基準の導入 

ハイブリッド自動車等の走行音について、WP29 における「静音性車両に係る協定規則

（第 138 号）」の採択を踏まえ、以下のとおり基準を新設します。 

【適用範囲】 

○ 電力により作動する原動機のみによる走行が可能な自動車（二輪自動車、側車付

二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、

小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。） 

【改正概要】 

○ 歩行者等に自動車の接近を音で知らせる車両接近通報装置について、「静音性車

両に係る協定規則（第 138 号）」の性能要件に適合するものを備え付けなければ

ならないこととします。 

○ 車両接近通報装置については、当該装置の作動を停止させることができる機能を

有さないものであることとします。 
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【適用時期】 

新 型 車：平成 30 年 3 月 8 日 

  継続生産車：平成 32 年 10 月 8 日 

 

（２）昼間走行灯に関する基準の導入 

昼間走行灯について、「デイタイムランニングランプ（昼間走行灯）に係る協定規則

（第 87 号）」を新たに採用し、以下のとおり基準を新設します。 

【適用範囲】 

  ○ 自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有す

る軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。） 

【改正概要】 

○ 灯光の色及び明るさ等に関し「デイタイムランニングランプ（昼間走行灯）に 

係る協定規則（第 87 号）」の要件に適合し、かつ、取付位置及び取付方法等に関

し「灯火器の取付けに係る協定規則（第 48 号）」の要件に適合する昼間走行灯を

備えることができることとします。 

 

（３）すれ違い用前照灯の自動点灯に関する基準の導入 

すれ違い用前照灯（ロービーム）について、以下の基準に適合する自動点灯（オー

トライト）機能を有さなければならないこととします。 

【適用範囲】 

○ 自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する

軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。） 

【改正概要】 

○ すれ違い用前照灯（ロービーム）について、以下の要件に従って、周囲の明るさ（照

度）に応じ、自動的に点灯及び消灯する機能を有さなければならないこととします

（※１）。また、このうち、自動点灯に係る機能については、手動による解除ができ

ないものでなければならないこととします。 

※１ 走行用前照灯又は前部霧灯を点灯している場合及び自動車が駐停車状態にある場

合等を除く。 

すれ違い用前照灯の自動点灯及び消灯に関する要件（※２） 

周囲の照度 すれ違い用前照灯 応答時間 

1,000lx 未満 点灯する ２秒以内 

1,000lx 以上 7,000lx 以下 －（※３） －（※３） 

7,000lx 超 消灯する ５秒超 300 秒以内 

※２ 「灯火器の取付けに係る協定規則（第 48号）」におけるすれ違い用前照灯の  

自動点灯及び消灯機能と同等の要件 

※３ 自動車製作者の定めるところによる。 
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【適用時期】 

自動車の種別 
適用時期 

（新型車） 

適用時期 

（継続生産車） 

専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員

11 人以上のもの及び貨物の運送の用に供する自

動車であって車両総重量 3.5t 超のもの 

平成 33年 4 月 平成 35年 10 月 

上記以外の自動車 平成 32年 4 月 平成 33年 10 月 

 

（４）二輪自動車等に備える連鎖式点灯を行う方向指示器等に関する基準の導入 

二輪自動車等に備える連鎖式点灯を行う方向指示器等について、WP29 における「二

輪自動車等の灯火器の取付けに係る協定規則（第 53 号）」等の改訂を踏まえ、以下の

とおり基準を新設します。 

【適用範囲】 

○ 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車並びに原動機付自転車 

【改正概要】 

○ 灯光の色及び明るさ等に関し「二輪自動車等の車幅灯、番号灯、尾灯、制動灯

及び方向指示器に係る協定規則に係る協定規則（第 50 号）」の要件に適合し、

かつ、取付位置及び取付方法等に関し「二輪自動車等の灯火器の取付けに係る

協定規則（第 53 号）」の要件に適合する連鎖式点灯を行う方向指示器等を備え

ることができることとします。 

 

（５）直前直左確認鏡の取付方法に関する基準の明確化  

直前直左確認鏡等（※４）の取付方法について以下のとおり基準を明確化します。 

 ※４ 自動車の直前及び直左（左ハンドル車にあっては直右）の周辺状況を確認するための鏡

その他の装置をいう。 

【適用範囲】 

○ 自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。） 

【改正概要】 

○ 直前直左確認鏡等について、容易に取り外せないよう、溶接、リベット、ボルト・

ナット等によって確実に取り付けなければならないこととします。 

【適用時期】 

○ 平成 29 年 1 月 1 日以降の製作車より適用 

 

（６）外装基準の改正及び適用猶予の解除 

外装基準については現在適用を猶予しているところですが、以下の通り規定を改正

した上で、平成 29 年４月１日以降適用することとします。 

【適用範囲】 

○ 乗車定員 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自

動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並

びに被牽引自動車を除く。）であって、平成 21 年 1 月 1 日以降に製作されたもの 

- 18 -



4 

 

【改正概要】 

○ 型式指定時等には「乗用車の外部突起に係る協定規則（第 26 号）」に適合しな

ければならないこととします。 

○ 車検時等には「鋭い突起を有し、他の交通の安全を妨げるおそれのないもので

なければならないこと」を要件として課すほか、自動車の最外側から突出するア

ンテナ及び外開き式窓並びにホイールのリムの最外側から突出するホイールナッ

ト等を禁止することとします。 

【適用時期】 

 ○ 平成 29 年４月１日 

（７）その他 

○ 既に日本が採用している各協定規則について、項目の整理等に伴う改訂がなさ

れたこと等を踏まえ、必要な改正を行います。 

 

Ⅱ．装置型式指定規則の改正 

「デイタイムランニングランプ（昼間走行灯）に係る協定規則（第 87 号）」の採用等

に伴い、以下の改正を行うこととします。 

【改正概要】 

○ 特定装置の種類について、昼間走行灯を追加します。 

○ 「デイタイムランニングランプ（昼間走行灯）に係る協定規則（第 87 号）」に基

づき認定された昼間走行灯について、型式指定を受けた装置とみなすこととしま

す。 

○ 第３号様式に定める表示方式について、昼間走行灯は a≧５とします。 

 

 

 

 

 

Ⅲ．道路運送車両法関係手数料規則の改正 

協定規則の追加等により、保安基準に適合しているかどうかの審査に必要な試験方法

が追加・変更されることに伴い、申請者が納付すべき手数料の算出に必要な当該試験に

係る費用の額について、実費を勘案し、１型式につき 12.5 万円から 64.2 万円の範囲で

規定することとします。 

 

Ⅳ．その他、所要の規定の整備を行うこととします。 

 ３．スケジュール 

公布：平成 28 年 10 月 7 日 

施行：平成 28 年 10 月 7 日（Ⅰ.(1)、(4)及び(7)については平成 28 年 10 月 8 日） 

 

※協定規則（原文）につきましては次のとおりです。 

http://www.unece.org/trans/main/wp29/wp29wgs/wp29gen/wp29ap_mar16.html  
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ｓｄｆあｓｄｆ  

平成 28 年 12 月 28 日 

自動車局自動車情報課 

整 備 課 
 

自動車のナンバープレートや検査標章が変わります。 

～道路運送車両法施行規則等の一部改正について～ 

１．ナンバープレートの多角的活用等 

（１）図柄入りナンバープレートの導入 
 自動車のナンバープレート

について、背景に図柄を入れた

ものも交付できるようにしま

す。これにより今後、ラグビー

ワールドカップ2019、東京2020

オリンピック･パラリンピック

競技大会特別仕様のもの等を

交付し、大会の機運醸成、地域振興を推進します。 

（２）分類番号へのローマ字の導入（※別紙参照） 
希望番号の普及に伴いナンバープレートの番号が枯渇しつつあることから、自動車の種別及び

用途による分類を表示する分類番号にローマ字を追加することとします。 

 

２．検査標章のデザイン変更 
フロントガラスの中央上部に貼り付けて

いる検査標章の見やすさを向上させるた

め、シールサイズ、文字の配置等を見直し

ます。 

 

３．自動車保有関係手続の合理化 

（１）ワンストップサービス（OSS）の推進（※別紙参照） 
自動車関係手続の申請者負担を軽減するため、オンライン申請の対象手続を拡大します。 

（２）申請書様式等の明確化 
自動車の登録・検査手続の際に必要となる申請書について、窓口での購入ではなく、申請者が

自らパソコン等により印刷して使用できるよう、様式等を定めます。 

 
４．施行日 
 ○分類番号へのローマ字の導入 

○検査標章のデザイン変更                       平成 29年１月１日 

 ○申請書様式等の明確化   

 

○図柄入りナンバープレートの導入 

○OSSの推進 

 

 

 

 

 

 

 

図柄入りナンバープレートの導入、検査標章のデザイン変更等を行うための省令が本日

公布されました。これにより、今後、ナンバープレートの多角的な活用や、検査標章の見

やすさ向上による無車検運行の防止等を推進していきます。 

【問い合わせ先】国土交通省 自動車局 自動車情報課又は整備課 

  図柄入りナンバー、分類番号へのローマ字導入、OSS、申請書様式関係  

担当：勝山   電話：03-5253-8111（内線42119） 直通：03-5253-8587  FAX：03-5253-1639 

検査標章関係 

担当：中村、森 電話：03-5253-8111（内線42427） 直通：03-5253-8589  FAX：03-5253-1639 

平成 29年４月１日 

２．自動車のナンバープレートや検査標章が変わります。
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○分類番号へのローマ字の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ワンストップサービス（OSS）の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（現行の新車新規 → 継続検査、変更・移転登録等へ対象手続きを拡大） 

１１-１１ さ 

品川 ３３０ 
分類番号 地域名 

平仮名 一連指定番号 

電子 

申請・納付 

申請者 

（購入者、手続き代理人） 
県税事務所 

警察署 

運輸支局 

ポイント① 

全ての申請・納付手続きがオンラインで

一括して行うことが可能 

ポイント② 

いつでも、どこからでも、 

２４時間３６５日手続可能 

電子データ

のやりとり 

ワンストップ

化 イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

別紙 

品川 ３０Ａ 

１１-１１ さ 

 ＜ナンバープレートの表示内容＞  ＜アルファベット導入後のイメージ＞ 
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今般、フルラップ前面衝突時の乗員保護等に関する国際基準の改正案が国連欧州経済委

員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）において採択されたことを踏まえ、これらの

国際基準を導入することとします。 

また、これに併せて、「官民 ITS 構想・ロードマップ 2016」において、2017 年目途で実

施することとされている限定地域での無人自動走行移動サービス の公道実証実験を可能

とするため、安全確保を前提に、ハンドルやアクセルペダル等がない車両の公道走行が認

められるよう、該当する保安基準を改正します。 

 

１．保安基準等の主な改正項目（※ 改正の詳細については別紙をご覧ください。）  

（1） 国際基準改正への対応 

１．フルラップ前面衝突時の乗員保護基準の強化 

高齢者や体格の小さい乗員の保護の向上を図るため、衝

突時の胸部圧迫の許容量を引き下げます。 

本改正により、衝突時に、シートベルト等による胸部圧

迫に起因する死亡事故等が一層低減されることが期待され

ます。 

２．二輪自動車等に備える緊急制動表示灯の基準の新設 

制動灯や方向指示器を高速で点滅させることにより、

後方車両に急激な減速を知らせる「緊急制動表示灯」を、

二輪自動車や原動機付自転車に備え付けることができ

ることとします。 

 

(2) 自動走行車の公道実証実験を可能とするための措置の実施 

自動走行に係る車両について、公道実証実験を可能とするため、ハンドルやアクセ

ル・ブレーキペダル等の保安基準を緩和できることとします。これにより、これら装置

を備えない車両についても、速度制限、走行ルートの限定、緊急停止ボタンの設置とい

った安全確保措置が講じられることを条件に、公道走行が可能となります。 

 

２．公布・施行 

公布：２月９日（本日） 

施行：２月９日（※各基準の適用日については別紙参照） 

道路運送車両の保安基準等を改正します 

－ 国際基準の改正への対応と自動走行車の公道実証実験に係る環境整備について － 

３．道路運送車両の保安基準等を改正します

- 22 -



1 

 

別紙 

 

道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令等について 

（概要） 

１．背景 

自動車の安全基準等について、国際的な整合性を図り自動車の安全性等を確保するた

め、我が国は国際連合の「車両等の型式認定相互承認協定」（以下「相互承認協定」とい

う。）に平成 10 年に加入し、現在、相互承認協定に基づく規則（以下「協定規則」とい

う。）について段階的に採用を進めているところです。 

今般、国連欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 169 回会合にお

いて、協定規則のうち、新たに「ブレーキアシストシステムに係る協定規則（第 139 号）」、

「横滑り防止装置に係る協定規則（第 140 号）」、「タイヤ空気圧監視装置に係る協定規則

（第 141 号）」及び「タイヤ取付けに係る協定規則（第 142 号）」が採択されたことを踏

まえ、これらの協定規則を新たに採用することとしました。また、「制動装置に係る協定

規則（第 13H 号）」等の改訂が、WP29 第 169 回会合等において採択されたところです。 

また、現在開発が進められている自動走行技術については、高度情報通信ネットワー

ク社会推進戦略本部が平成28年５月に取りまとめた「官民ITS 構想・ロードマップ2016」

において、限定地域での無人自動走行移動サービスの公道実証を2017年目途で実施する

ため、本年より「ハンドル、アクセル等車両要件等（道路運送車両法）などの制度等に関

し、どのような特例措置等が必要かを含めてその詳細を検討するとともに、無人自動走

行移動サービスの公道実証の安全確保のための措置に関する検討を進める。」こととされ

ているところです。 

このため、道路運送車両の保安基準、装置型式指定規則（平成 10 年運輸省令第 66 号）、

道路運送車両法関係手数料規則（平成 28 年国土交通省令第 17 号）、道路運送車両の保安

基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号。以下「細目告示」とい

う。）、道路運送車両の保安基準第 55 条第１項、第 56 条第１項及び第 57 条第１項に規定

する国土交通大臣が告示で定めるものを定める告示（平成 15 年国土交通省告示第 1320

号。以下「基準緩和告示」という。）等について、所要の改正を行うこととします。 

 

２．改正概要 

Ⅰ.保安基準等の改正 

（１）車枠及び車体に関する改正（細目告示第 22 条、第 100 条、第 178 条関係） 

高齢者等の体型の小さい乗員について、シートベルトの胸部圧迫による傷害の発生

を防止するため、「フルラップ前面衝突時の乗員保護に係る協定規則（第 137 号）」が改

訂されたことに伴い、以下のとおり基準を改正します。 

【適用範囲】 

○ 乗車定員 10 人以下の乗用自動車及び車両総重量 2.8t 以下の貨物自動車（二輪

自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自

動車を除く。） 
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【改正概要】 

○ 「フルラップ前面衝突時の乗員保護に係る協定規則（第137号）」の改正に伴い、

助手席乗員（女性ダミー）の胸部圧縮の基準値を 42mm 以下から 34mm 以下に強

化します。 

 

【適用時期】 

新型車 

自動車の種別 車両総重量 適用時期 

専ら乗用の用に供する自動車であって乗車

定員 10 人未満のもの 

3.5t 以下 平成 32 年 9 月 1 日 

3.5t 超 平成 39 年 9 月 1 日 

専ら乗用の用に供する自動車であって乗車

定員 10 人のもの 

－ 平成 39 年 9 月 1 日 

貨物の運送の用に供する自動車 2.8t 以下 平成 39 年 9 月 1 日 

 

（２）緊急制動表示灯に関する改正（保安基準第 41 条の４、第 63 条の３（新設）関係） 

緊急制動表示灯について、「二輪自動車等の灯火器の取付けに係る協定規則（第 53

号）」及び「二輪自動車等の制動装置に係る協定規則（第 78 号）」が改訂されたことに

伴い、以下のとおり基準を改正します。 

【適用範囲】 

○ 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車並びに原動機付自転車 

【改正概要】 

○ 既に四輪自動車において備付けが認められている緊急制動表示灯について、協

定規則第 53 号及び第 78 号に規定された要件に適合するものを二輪自動車等に

備えることができることとします。 

 

【適用時期】 

平成 29 年２月９日 

 

（３）走行装置に関する改正（細目告示第 11 条関係） 

  国際的な車両型式認証の相互承認制度（IWVTA）の創設に伴い、これまでタイヤ単体で

規定されていた耐荷重性能等について、車両との組み合わせを考慮すべきことを明確化

するために新設された「タイヤ取付けに係る協定規則（第 142 号）」を採用し、以下のと

おり基準を新設します（IWVTA 創設に伴う所要の協定規則の整備）。 

【適用範囲】 

○ 乗車定員９人以下の乗用自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及

び被牽引自動車を除く。） 

【改正概要】 

○ 型式指定時等において、自動車に装着するタイヤは「タイヤ取付けに係る協定規

則（第 142 号）」の技術的要件（自動車に装着するタイヤは、溝や幅等に関し全
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て同一であること、自動車の許容最大質量以上の荷重に耐えるタイヤを備える

こと等）に適合しなければならないこととします。 

【適用時期】 

新 型 車：平成 30 年 4 月 1 日 

継続生産車：平成 34 年 4 月 1 日 

 

（４）制動装置に関する改正（細目告示第 15 条、第 93 条関係） 

WP29 において、既に日本が採用している「制動装置に係る協定規則（第 13-H 号）」

において規定されているブレーキアシストシステム及び横滑り防止装置に係る技術的

要件について、同協定規則よりそれぞれ分離されることに伴い、「ブレーキアシストシ

ステムに係る協定規則（第 139 号）」及び「横滑り防止装置に係る協定規則（第 140 号）」

を新規則として採用します（協定規則の形式的な改正に伴うものであり、従前の「制動

装置に係る協定規則（第 13-H 号）」に規定されていた要件から変更はありません）。 

【適用範囲】 

○ 乗車定員９人以下の乗用自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及

び被牽引自動車を除く。） 

【改正概要】 

○ 乗用自動車に備付けが義務付けられているブレーキアシストシステム、横滑り防

止装置について、それぞれ「ブレーキアシストシステムに係る協定規則（第 139

号）」、「横滑り防止装置に係る協定規則（第 140 号）」の技術要件に適合するもの

を備え付けなければならないこととします。 

【適用時期】 

新 型 車：平成 30 年 9 月 1 日 

 

 

（５）ヘッドクリアランス及び座席の着席に必要な空間に関する改正 

（細目告示第 26 条、第 28 条、第 106 条、第 184 条関係） 

〇 ヘッドクリアランス及び座席の着席に必要な空間について、以下のとおり基準を

改正します（基準間の関係整理のための形式的な改正）。 

【適用範囲】 

○ 自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。） 

【改正概要】 

○ 現在の保安基準では、ヘッドクリアランスと座席幅について、具体的な寸法要件

を規定しています。これに対し、型式指定時等において、協定規則の基準を満た

している座席及びヘッドレストを備えている座席のヘッドクリアランスは、基準

に適合しているものとみなすこととします。 

○ また、協定規則の基準を満たしている座席、座席ベルト取付装置及び座席ベルト

を備えている座席の着席に必要な空間は、基準に適合しているものとみなすこと

とします。 
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【適用時期】 

平成 29 年２月９日 

 

（６）その他 

○ 操縦装置の配置及び識別表示等に係る協定規則（第 121 号）等が適用される自

動車において、異常を示す運転席の警報ランプ（テルテール）が点灯している場

合については、その装置に係る機能が基準に適合しないことを明確化する改正を

行い、公布日から適用します。 

○ 既に日本が採用している「応急用予備走行装置及びタイヤ空気圧警報装置に係

る協定規則（第 64 号）」において規定されているタイヤ空気圧警報装置に係る技

術的要件について、同協定規則より分離されることに伴い、「タイヤ空気圧警報装

置に係る協定規則（第 141 号）」を新規則として採用します（協定規則の形式的な

改正に伴うものであり、従前の「応急用予備走行装置及びタイヤ空気圧警報装置

に係る協定規則（第 64 号）」に規定されていた要件から変更はありません）。 

○ その他、既に日本が採用している各協定規則について、項目の整理等に伴う改

訂がなされたこと等を踏まえ、必要な改正を行います。 

 

Ⅱ．装置型式指定規則の改正 

「ブレーキアシストシステムに係る協定規則（第 139 号）」、「横滑り防止装置に係る協

定規則（第 140 号）」、「タイヤ空気圧監視装置に係る協定規則（第 141 号）」及び「タイ

ヤ取付けに係る協定規則（第 142 号）」の採用等に伴い、以下の改正を行うこととし、こ

れに伴う項目の整理等所要の改正を行います。また、型式指定時に提出した書面の記載

事項を変更する場合、第 4 条の２に基づく既指定装置型式指定申請を行うこととしてい

ますが、当該変更が軽微なものである場合については届出書を提出すればよいこととし

ます。 

【改正概要】 

○ 特定装置の種類について、「ブレーキアシストシステム」、「横滑り防止装置」及び

「空気入りゴムタイヤの取付装置」を追加します。 

○ 「ブレーキアシストシステム」はブレーキアシストシステムに係る協定規則に、

「横滑り防止装置」は横滑り防止装置に係る協定規則に、「空気入りゴムタイヤ

の取付装置」はタイヤ取付けに係る協定規則に基づき認定されたものについてそ

れぞれ型式指定を受けたものとみなすこととします。 

○ 「タイヤ空気圧監視装置」、「乗用車の制動装置」、「フルラップ前面衝突時の乗員

保護装置」及び「年少者用保護乗車装置」について、協定規則が改訂されたこと

に伴い、規則番号について所要の変更を行います。 

○ 第３号様式に定める表示方式について、「ブレーキアシストシステム」、「横滑り

防止装置」及び「空気入りゴムタイヤの取付装置」は a≧８とします。 
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鉛筆



5 

 

 

 

 

 

 

 ○ 第４条第２項第１号から第３号まで、第５号及び第６号に掲げる書面の記載事

項に軽微な変更があった場合、変更後遅滞なく届出書を提出することとします。 

 

Ⅲ．共通構造部型式指定規則の改正 

型式指定時に提出した第３条第２項第１号から第３号までの書面の記載事項に軽微な

変更があった場合、第８条第１項第２号に基づき届出を行うこととしていますが、第３

条第２項第５号の書面の記載事項に軽微な変更があった場合についても届出書を提出す

ればよいこととします。 

 

Ⅳ．道路運送車両法関係手数料規則の改正 

協定規則の追加等により、保安基準に適合しているかどうかの審査に必要な試験方法

が追加・変更されることに伴い、申請者が納付すべき手数料の算出に必要な当該試験に

係る費用の額について、実費を勘案し、１型式につき 12.5 万円から 64.2 万円の範囲で

規定することとします。 

 

Ⅴ．基準緩和告示の改正 

最高速度が 20 キロメートル毎時未満の自動車について、保安基準第 55 条に基づき、

地方運輸局長が認めた場合には、横向き座席を備えることができることとします。 

また、自動走行車に係る公道実証を安全かつ円滑に実施するための環境を整備するた

め、走行ルートの限定や緊急停止ボタンの設置等の安全確保措置を講じること等を前提

に、保安基準第 55 条に基づき、地方運輸局長が認めた場合には、操縦装置及びかじ取り

装置に係る基準を緩和できることとします。 

 

３．スケジュール（予定） 

公布：平成 29 年２月９日 

施行：平成 29 年２月９日 

 

※協定規則（原文）につきましては次のとおりです。  

http://www.unece.org/trans/main/wp29/wp29wgs/wp29gen/wp29ap_jun16.html  
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                     平成２９年３月１０日 

自 動 車 局 整 備 課  
 

無車検車両の使用者に対し注意喚起を行っています。 
～安全・環境上の問題のみならず、自賠責による被害者への適切な保障がなされないため、無車検運行排除が極めて重要です～ 

車検切れ等により無車検となっている車両の使用者に対して注意喚起ハガキの送付等、無車

検運行をすることがないよう注意喚起を行っています。 

使用者の皆様には、安全・安心な車社会のため、車検ステッカーや車検証の有効期間をご確

認いただき、うっかり忘れ等がないよう車検及び点検・整備の確実な実施をお願いいたします。 

今後も無車検車対策を総合的に進め、警察と協力をしながらその排除に努めてまいります。 

〔国土交通省の無車検車対策〕 
①  保有管理する車検証情報で、うっかり忘れている可能性が高いと考えられる車検切れ 1 年

以内の車両の使用者に対して無車検運行の注意喚起ハガキを送付。 
（H28 年度は H29.1 月に 57,000 通、H27 年度は 20,000 通、H26 年度は 10,000 通） 

 
②  ナンバー読取装置を主要道路に一定期間設置して、通過する車両のナンバープレート情

報を取得するとともに、これを車検証情報と突合し、無車検運行の実態を調査。運行が確認

された使用者に対し、無車検運行の禁止と車検受検を促す指導ハガキを送付。（H29.2 月

末より 1,083 台に送付）＊実績は別紙参照 
 
③   国交省 HP の無車検・無保険車通報窓口に通報のあった車両に対し注意文書の送付。 
    平成 27 年度は 151 台の無車検通報があり、車検証情報確認の上、無車検車両 95 台、

車検ステッカー未貼付等 39 台に対し注意文書を送付。 
通報窓口 URL http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk5_000012.html 

 
④  警察と連携して実施する街頭検査等の際に無車検車両運転者に対し直接指導。 

 

 

 

⑤  フロントガラス等に貼っている車検ステッカーを視認性の高いものに変更。（登録車のみ） 

 

 

           

平成 27 年度街頭検査 
実施回数 検査車両数 うち無車検車両数 

2,757 回 130,491 台 127 台 

見 本 

【問い合わせ先】 

国土交通省自動車局整備課 中村、島川、森 

代表：03-5253-8111（内線 42427） 

直通：03-5253-8600 

（H29.1 より） 

【3cm 角】 【4cm 角】 
       

見 本 見 本 

４．無車検車両の使用者に対し注意喚起を行っています。
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【別紙】 

ナンバー読取装置による無車検車両実態調査結果 

【平成 28 年度調査結果】  

実施場所 

（実施期間） 
捕捉台数 

無車検台数 
 

登録車 軽自動車 

割合 捕捉台数 
無車検台数 

捕捉台数 
無車検台数 

割合 割合 

札幌市東区苗穂（国道 274 号線） 

（H29.1.17～H29.1.23） 
58,467 

164 
44,095 

127 
14,372 

37 

0.28％ 0.28％ 0.25％ 

広島市南区青崎（国道 2 号線） 

（H29.1.15～H29.1.21） 
109,596 

176 
75,026 

94 
34,570 

82 

0.16％ 0.16％ 0.23％ 

松山市東石井（国道 33 号線） 

（H29.1.12～H29.1.18） 
67,638 

119 
40,307 

63 
27,331 

56 

0.17％ 0.15％ 0.20％ 

福岡市博多区千代（国道 3 号線） 

（H28.12.21～H28.12.27） 
45,397 

102 
32,078 

53 
13,319 

49 

0.22％ 0.16％ 0.36％ 

那覇市首里末吉町（国道 330 号線） 

（H29.1.21～H29.1.27） 
108,570 

522 
57,937 

160 
50,633 

362 

0.48％ 0.27％ 0.71％ 

合計 389,668 
1,083 

249,443 
497 

140,225 
586 

0.27％ 0.19％ 0.41％ 

 

【参考：平成 2６年度調査結果】  

実施場所 捕捉台数 

無車検台数 

 

登録車 軽自動車 

割合 捕捉台数 
無車検台数 

捕捉台数 
無車検台数 

割合 割合 

東京都大田区（環状 7 号線） 123,370 
182 

108,992 
119 

14,378 
63 

0.14％ 0.10％ 0.43％ 

名古屋市港区（国道 23 号線） 97,527 
314 

83,712 
208 

13,815 
106 

0.32％ 0.24％ 0.76％ 

大阪市東淀川区（府道 14 号線） 65,334 
339 

50,449 
253 

14,885 
86 

0.51％ 0.50％ 0.57％ 

合計 286,231 
835 

243,153 
580 

43,078 
255 

0.29％ 0.23％ 0.59％ 

【参考：平成 2７年度調査結果】  

実施場所 捕捉台数 

無車検台数 

 

登録車 軽自動車 

割合 捕捉台数 
無車検台数 

捕捉台数 
無車検台数 

割合 割合 

山形市小立（国道 13 号線） 65,462 
109 

47,878 
65 

14,372 
44 

0.16％ 0.13％ 0.30％ 

長野市大橋南（国道 18 号線） 83,039 
176 

54,973 
94 

28,066 
82 

0.21％ 0.17％ 0.29％ 

福井市羽水（国道 8 号線） 68,041 
201 

45,533 
123 

22,508 
78 

0.29％ 0.27％ 0.34％ 

合計 216,542 
486 

148,384 
282 

68,158 
204 

0.22％ 0.19％ 0.29％ 
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平 成 ２ ９ 年 ３ 月 ３ ０ 日 

自動車局自動車情報課 

 

自動車の関係手続のオンライン化の拡大 
～より簡単・便利・迅速に！！～ 

 
 

自動車の手続は、検査・登録（国土交通省）、保管場所証明（警察）、税（国・県）と複数

の官署にまたがり、ユーザーや手続の代行を行っている者にとって複雑なものとなって

おりましたが、平成２９年４月３日より、これらの手続をオンラインで一括申請出来るワン

ストップサービス（ＯＳＳ）の対象を拡大します。 

 

１．対象手続の拡大 

   従来は新車を購入した際の手続のみが対象となっていましたが、今後は中古車売買、継続検

査（いわゆる車検）、住所変更等の手続もＯＳＳの対象となります。 

 

２．対象地域の拡大 

   従来は、ＯＳＳを利用できる地域は全国１１都府県にとどまっていましたが、対象手続の拡大

にあわせ、継続検査については全４７都道府県で一斉に、その他の手続についても順次拡大し

ます。 

 

 

 

これらの取組みにより、自動車関係手続をより簡単、便利、迅速に行うことが出来るようになり、

今後は自動車ユーザー自ら申請を行うことが増加し、又は手続の代行を行っているディーラーや指

定整備工場等の業務負担が軽減されることを期待しています。 

 

 

＜問い合わせ先＞ 

国土交通省 自動車局 自動車情報課 宮岡、能勢、本間、伊藤 

電話：03-5253-8111（内線 42117、42118） 直通：03-5253-8588 FAX：03-5253-1639 

 

５．自動車の関係手続のオンライン化の拡大　
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平成２９年７月５日

自動車局技術政策課

基準緩和自動車の認定要領等の一部改正等について
～基準緩和自動車の適正使用を徹底するため関係通達を見直します～

基準緩和自動車の認定制度について、一層適切な運用を確保する観点から下記の事項

を実施するため、「基準緩和自動車の認定要領について（依命通達）」を改正するとと

もに、「基準緩和自動車の行政処分等要領について」を発出しました。

長大又は超重量物を輸送するトレーラ等の基準緩和自動車は条件や当該自動車の

運行に必要な安全・環境上の制限を課していますが、これを遵守せずに運行し事故

を惹起する等の事例もあるため、違反運行に対する指導強化を求める声が上がって

います。

一方で、トラック運送業にあっては、ドライバー不足等、現場の要員確保が深刻

な問題となっていますが、経営環境が厳しいこともあり、管理部門の負担軽減を望

む声も高まっています。

今回の基準緩和自動車の認定制度の見直しは、以上を踏まえて実施するものです。

記

① 法令遵守体制が徹底していると認められるＧマーク認定事業所の事業用自動車

については、適切に運行されている場合、基準緩和の有効期間を従来の２年から

段階的に延長し、最長４年とします。

② 基準緩和認定において付された条件や制限に違反し、重大事故等を惹起した基

準緩和自動車については、道路運送車両法に基づく立入検査を速やかに行い違反

内容を確認し、その結果に基づいて認定の一発取消しを含めて厳正な処分を行う

等、行政処分の取扱いを明確化します。

③ 特大車両の先導等を行う誘導車に緑色の点滅灯火の装備を認める基準緩和の認

定対象を拡大し、特殊車両通行許可の条件として道路管理者から配置を求められ

た誘導車を追加します。

なお、本年５月１日から５月３０日までに実施したパブリックコメントの結果等につき

ましては、下記 e-gov のホームページにて公表しています。
http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=155170912&Mode=2

〈問合せ先〉

自動車局 技術政策課 課長補佐 山名、大久保

代表：03-5253-8111（内線 42259、 42216）直通：03-5253-8590 FAX：03-5253-1639

※本記者発表資料については、国土交通省ホームページ（アドレス :http://www.mlit.go.jp）に
も掲載しています。

６．基準緩和自動車の認定要領等の一部改正等について
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別紙

平成２９年７月

自 動 車 局

基準緩和自動車の認定要領等の一部改正等について

１．背景

長大又は超重量貨物の輸送に供するトレーラ等については、道路やたの交通への影響

が大きいことから、その運行にあたっては事前に車両の寸法や重量にかかる保安基準の

緩和について地方運輸局長の認定を受け、かつ、その際期限、条件や当該自動車の運行

に必要な安全・環境上の制限を遵守する必要があります。

また、期限満了日以降も引き続いて使用する場合は、緩和の継続認定を受ける必要が

あります。

さらに、運行においては安全確保のため誘導車の配置を求められる場合があります。

トラック運送業にあっては、ドライバー不足等、現場の要員確保が深刻な問題となっ

ていますが、経営環境が厳しいこともあり、管理部門の負担軽減を望む声も高まってい

ます。

一方で、関係法令を遵守せずに運行し事故を惹起する等の事例もあるため、違反運行

に対する指導強化を求める声もあります。

今般業界から、これらの要望を受け、基準緩和自動車の適正使用の推進を図るため、

法令遵守が徹底されていると認められる事業者に対してはインセンティブとして継続緩

和申請における負担軽減を図る等諸々の検討を行った結果、以下の通達を改正するなど

の措置を行いました。

２．改正通達等

「基準緩和自動車の認定要領について（依命通達）」（平成９年９月１９日自技第１

９３号）の一部を改正する。

「基準緩和自動車の行政処分等要領について（依命通達）」を制定する。

３．改正等概要

① 法令遵守体制が徹底していると認められるＧマーク認定事業所の事業用自動車につ

いては、適切に運行されている場合、基準緩和の有効期間を従来の２年から段階的に

延長し、最長で４年とします。

安全性優良事業者認定制度（Ｇマーク制度）を活用して、法令遵守体制が徹底され

ていると認められる事業用の基準緩和自動車については、緩和の継続認定において緩

和の有効期間を現行の最長２年から３年へ延長し、その後も適切な運行が確保されて

いる場合は、次回以降の継続認定において最長４年まで延長します。

② 基準緩和認定において付された条件や制限に違反し、重大事故等を惹起した基準緩

和自動車については、道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）に基づく立入検

査を速やかに行い、違反内容を確認し、その結果に基づいて認定の一発取消を含めて

厳正な処分を行う等、行政処分の取扱いを明確化します。

基準緩和自動車が認定において付された条件や制限に違反して運行することは、事

故の原因となる、また、その被害も甚大となる可能性が高くなります。

このような違反運行を防止するため、行政処分や行政指導の要領を定め、これを公

表することとします。主な内容は以下のとおりです。

◇ 基準緩和自動車による重大事故の惹起又は不正な運行等について情報があり、当

該自動車が認定で付された条件や制限に違反して運行した疑いがあると判断された
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場合は、道路運送車両法第１００条に基づく検査等を実施し事実関係を確認します。

◇ 違反内容に応じて違反点数の取扱いを規定し、基準緩和自動車ごとに算出した合

計違反点数により勧告、警告又は認定の取消を行うものとします。違反運行により

死亡事故等の重大事故を惹起した場合は、即座に認定を取り消すことがあり得るも

のとします。

◇ なお違反点数は定められた期間中、使用者ごとに累積し、道路運送車両の保安基

準（昭和２６年運輸省令第６７号）第５５条第７項に基づき地方運輸局長が基準緩

和の認定をしない相当な理由として活用します。

③ 特大車両の先導等を行う誘導車に緑色の点滅灯火の装備を認める基準緩和の認定対

象を拡大し、特殊車両通行許可の条件として道路管理者から配置を求められた誘導車

を追加します。

特大車両の先導等、誘導作業を担う誘導車に緑色の点滅する灯火を備える基準緩和

は、これまで申請において誘導される車両が幅３メートル以上、又は連結時全長が１

６．５メートルを超えるトレーラ等であることを確認して認定していますが、車両制

限令に基づく特殊車両通行許可の条件として誘導車の配置を求められている車両を誘

導することが確認されたものについても認定できることとします。

４．施行日

「基準緩和自動車の認定要領の制定について」の一部改正について

平成２９年７月３日

「基準緩和自動車の行政処分等要領について」

平成２９年７月３日
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平成29年1月より継続検査申請書（OCRシート）の様式が変更となり、同
時に読み取り方法も変更となりました。
変更後のOCRシートでは文字を記入する枠内の文字を読み取る方法に
変更されており、文字が枠に重なったり、はみ出していれば読み取りができ
ません。

変更後のOCRシートは、枠に重なったり
はみ出したりしないように枠内に明瞭に
文字を記載（印字）してください。

変更後のOCRシートによる誤読が大量に発生しており、継続検査窓口の
処理に時間がかかっております。
自動車検査証交付の迅速化のためにご協力をお願いいたします。

【参考】
OCRシート（継続検査申請書等）のダウンロードは以下のURLより行えます。
次ページのOCR印刷時のお願いをよくお読みいただいた上でご利用ください。

http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk6_000021.html

人の目では 機械では 認識結果

変更前の
OCRシート

４７８
（正常に認識）

赤色ランプを照射
し文字だけを認
識できる

変更後の
OCRシート

１？３
（誤読）

枠内の文字のみ
認識するので誤
読となる４ ７ ８

４ ７ ８

４ ７ ８

４ ７ ８

OCR記入時のお願い

７．ＯＣＲ記入時のお願い

- 34 -



OCR印刷時のお願い

以下の条件を満たしたときのみ印刷したOCRシートが使用できます。

1. プリンターはレーザープリンターですか？
インクジェットプリンターで印刷したOCRシートは読み取りができません。

2. 印刷する用紙の白色度は80％以上ですか？
白色度が80％未満の用紙は読み取りができません。

3. AdobeのAcrobat Readerで印刷しましたか？（プラグイン含む）
Acrobat Readerで印刷したときのみ、使用できます。その他のPDFソフト等で印刷した場合には読み取り
ができません。

4. Acrobat Readerの印刷設定画面で「実際のサイズ」を選択し、印刷し
ましたか？
「合わせる」などその他の設定で印刷すると、サイズが異なって印刷されますので読み取りができません。

８．ＯＣＲ印刷時のお願い

- 35 -



5. 基準マーク（OCRシートの左上、左下、右下の4つの■のマーク）の大き
さや位置は下図のとおりですか？
上記4で「合わせる」などで印刷した場合やコピーした場合は基準マークの大きさや位置が下図の範囲に
入らなくなりますので読み取りができません。

6. コピーしたOCRシートは使用できません。必ずレーザープリンターから印
刷されたOCRを使用してください。
コピーした用紙は、かすれ、ズレ、傾きが発生する可能性が高く、また、5．の基準マークが範囲に入らなく
なりますので読み取りができません。

7. しわ、濡れ、変色がある用紙は使用できません。
特に、雨の日の「濡れ」にはご注意ください。また、手に持った際の湿気などで用紙にヨレが発生した場合も
読み取りができません。

8. 裏面に印字などがされている用紙は使用できません。
印字が写りこみ、読み取りができません。

9. 印刷する用紙は「コピー用紙」、「普通紙」、「PPC用紙」などの表示で
市販されているものを使用してください。
2．のとおり、白色度には注意してください。

10. 用紙の大きさはA4版（JIS A列4番）を使用してください。
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お願い～ＯＣＲの記載について～

平成２９年４月から継続検査ワンストップサービス（ＯＳＳ）
＊
が開始されるこ

とに伴い、ＯＣＲシートに証明書指示欄が追加されました。

平成２９年４月からは、これまでどおりＯＳＳを利用せずに継続検査の申請
を行う場合には、必ず証明書指示欄に以下に該当する番号の記載が必要と
なります。

つきましては、自動車検査証の返付業務を速やかに行うため、証明書指示
欄に番号の記載をお願いします。
＊継続検査ワンストップサービス（ＯＳＳ）とは、
通常紙で行っている重量税納付、手数料納付、申請等を一括してインターネットでおこなうもの。

四国運輸局

＜指定整備工場の方＞

ＯＳＳ（インターネット）を
利用せずに、これまでと同
様に申請される場合には、

証明書指示欄に「１」を記
載してください。

１

＜持込検査の方＞

これまでと同様に自動車
賠償責任保険証を提示さ
れる場合には、証明書指示

欄に「３」を記載してくださ
い。

３

※上記以外の方法により申請される場合には、窓口担当者に
お問い合わせください。

９．お願い　～ＯＣＲの記載について～
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ナンバープレートの表示等の基準が
制定されました（平成２８年４月１日施行）

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

四国運輸局

四国運輸局

ナンバープレートの表示に関する基準の適用時期等

１．ナンバープレートに取り付けることができる物品
（規定に基づく方法、位置に取り付けられたものに限る）
① 封印
② 臨時検査合格標章
③ 検査標章
④ 自動車損害賠償保障法に基づく保険標章又は共済標章
⑤ 自動車損害賠償保障法に基づく保険・共済除外標章
⑥ 基準に適合するナンバープレート用フレーム
⑦ 基準に適合するボルトカバー

● ナンバープレートの表示に関する基準の適用時期

⑦ 基準に適合するボルトカバー

２．平成３３年３月３１日以前に登録・検査・使用の届出（※１）がある自動車に適用される基準
① ナンバープレートカバーが装着されていないこと
② ナンバープレート用のフレーム、ボルトカバーは、取り付けた状態で、番号（※２）を被覆せず、番
号の判読ができ、かつ、脱落するおそれのないものであること

③ ナンバープレートは、番号の識別に支障が生じないように、見やすい位置に表示すること
④ ナンバープレートの取付け角度は、番号の判読ができる見やすい角度とすること
⑤ ナンバープレートは折り返されていないこと、表裏・上下が逆さでないこと等、番号の識別に支
障を生じないこと

⑥ ナンバープレートは、水平に取り付けられていること

注）※１：登録がある自動車とは、普通自動車、小型自動車及び大型特殊自動車をいう。
検査がある自動車とは、小型の二輪自動車及び検査対象軽自動車をいう。
使用の届出がある自動車とは、検査対象外軽自動車をいう。

※２：番号とは、ナンバープレートに記載されている文字、番号の全てをいう。

１０．ナンバープレートの表示等の基準が制定されました
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四国運輸局● ナンバープレートの表示に関する基準の適用時期

×

カバーの取付

シール等の貼付

ナンバープレートの回転

×
×

平成２８年４月１日
から禁止されます

文字が隠れるようなフレームの
取付

ナンバープレートの折り返し

×
×

×

×

四国運輸局

２．平成３３年４月１日以降に登録・検査・使用の届出がある自動車に適用される基準

① ナンバープレートカバーが装着されていないこと
② ナンバープレート用のフレームは、次の基準に適合すること
（自動車登録番号標及び検査対象軽自動車の車両番号標に限る）
・その幅が上部にあっては１０ミリメートル以下、左右にあっては１８．５ミリメートル以下、下部
にあっては１３．５ミリメートル以下のものであること
・その厚さが、上部にあっては６ミリメートル以下（上部の幅が７ミリメートル以下の場合にあっ
ては１０ミリメートル以下）、それ以外の部分にあっては３０ミリメートル以下であること
・脱落するおそれがないこと

● ナンバープレートの表示に関する基準の適用時期

③ ナンバープレート用のボルトカバーは、次の基準に適合すること
・その直径が２８ミリメートル以下であって、番号に被覆しないこと
・その厚さが９ミリメートル以下であること
・脱落するおそれがないこと
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四国運輸局

④ ナンバープレートは、番号の識別に支障が生じないように、見やすい位置に表示すること
⑤ ナンバープレートの取付け角度は、次の基準に適合すること
● 自動車の前面のナンバープレートは、上下両端を結ぶ直線が車両中心線に直交する鉛直
面に対して平行又は当該鉛直面に対する角度が上向き１０度以下若しくは下向き１０度以下
であること

● 自動車の前面のナンバープレートは、左右両端を結ぶ直線が車両中心線に直交する鉛直
面に対して平行又は当該鉛直面に対する角度が左向き１０度以下であること

● ナンバープレートの表示に関する基準の適用時期

四国運輸局

● 自動車の後面のナンバープレートは、その上端が地上面から１．２メートル以下の高さの位
置にある場合は、上下両端を結ぶ直線が車両中心線に直交する鉛直面に対して平行又は当
該鉛直面に対する角度が上向き４５度以下若しくは下向き５度以下であること
（オートバイ（側車付を含む）を除く）

● 自動車の後面のナンバープレートは、その上端が地上面から１．２メートルを超える高さの
位置にある場合は、上下両端を結ぶ直線が車両中心線に直交する鉛直面に対して平行又は
当該鉛直面に対する角度が上向き２５度以下若しくは下向き１５度以下であること
（オートバイ（側車付を含む）を除く）

● ナンバープレートの表示に関する基準の適用時期
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四国運輸局● ナンバープレートの表示に関する基準の適用時期

● 参考（根拠法令等） 四国運輸局

道路運送車両法

（自動車登録番号標の表示の義務）
第１９条 自動車は、第１１条第１項（同条第２項及び第１４条第２項において準用する場合を含む。）の規定により国
土交通大臣又は第２５条の自動車登録番号標交付代行者から交付を受けた自動車登録番号標を国土交通省令で
定める位置に、かつ、被覆しないことその他当該自動車登録番号標に記載された自動車登録番号の識別に支障
が生じないものとして国土交通省令で定める方法により表示しなければ、運行の用に供してはならない。

道路運送車両法施行規則

（自動車登録番号標の取付け）
第７条 法第１１条第１項（同条第２項及び第１４条第２項において準用する場合を含む。）及び第６項並びに法第２０第７条 法第１１条第１項（同条第２項及び第１４条第２項において準用する場合を含む。）及び第６項並びに法第２０
条第４項の規定による自動車登録番号標の取付けは、第８条の２第１項本文に規定する位置に、同条第２項に規
定する方法により表示されるように行うものとする。ただし、三輪自動車、被牽引自動車又は国土交通大臣の指定
する大型特殊自動車にあっては、前面の自動車登録番号標を省略することができる。

（自動車登録番号標の表示）
第８条の２ 法第１９条の国土交通省令で定める位置は、自動車の前面及び後面であって、自動車登録番号標に記
載された自動車登録番号の識別に支障が生じないものとして告示で定める位置とする。ただし、三輪自動車、被牽
引自動車又は国土交通大臣の指定する大型特殊自動車にあっては、前面の自動車登録番号標を省略することが
できる。
２ 法第１９条の国土交通省令で定める方法は、次のいずれにも該当するものとする。
一 自動車の車両中心線に直交する鉛直面に対する角度その他の自動車登録番号標の表示の方法に関し告示
で定める基準に適合していること。
二 自動車登録番号標に記載された自動車登録番号の識別に支障が生じないものとして告示で定める物品以外
のものが取り付けられておらず、かつ、汚れがないこと。
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● 参考（根拠法令等） 四国運輸局

自動車登録番号標等の表示の位置及び表示の方法の基準を定める告示

平成２７年１２月２８日
（用語）
第１条 この告示における用語の定義は、道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号。以下「法」という。）第２条に定
めるもののほか、次の各号の定めるところによる。
一 「車両中心線」とは、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成１４年国土交通省告示第６１９号）第
２条第５号の車両中心線をいう。
二 「上向き」とは、自動車の前面の自動車登録番号標、臨時運行許可番号標、回送運行許可番号標又は車両番
号標（以下「自動車登録番号票等」という。）にあってはその下端がその上端よりも前方にある状態をいい、自動
車の後面の自動車登録番号標等にあってはその上端が下端よりも前方にある状態をいう。車の後面の自動車登録番号標等にあってはその上端が下端よりも前方にある状態をいう。
三 「下向き」とは、自動車の前面の自動車登録番号標等にあってはその上端がその下端よりも前方にある状態を
いい、自動車の後面の自動車登録番号標等にあってはその下端が上端よりも前方にある状態をいう。
四 「左向き」とは、自動車の前面の自動車登録番号標等にあっては当該自動車の右側面に近い部分が当該自動
車の左側面に近い部分よりも前方にある状態をいい、自動車の後面の自動車登録番号標等にあっては当該自動
車の左側面に近い部分が当該自動車の右側面に近い部分よりも前方にある状態をいう。

（自動車登録番号標等の表示の位置）
第２条 道路運送車両法施行規則（以下「規則」という。）第８条の２第１項（規則第２４条（規則第２６条の５において
準用する場合を含む。）、第４３条の７及び第６３条の８において準用する場合を含む。）の告示で定める位置は、自
動車登録番号標に記載された自動車登録番号、臨時運行許可番号標若しくは回送運行許可番号標に記載された
番号又は車両番号標に記載された車両番号（以下「自動車登録番号等」という。）の識別に支障が生じないように、
見やすい位置とする。

四国運輸局

（自動車登録番号標等の表示の方法の基準）
第３条 規則第８条の２第２項第１号（規則第２４条（規則第２６条の５において準用する場合を含む。）及び第４３条
の７において準用する場合を含む。）の告示で定める基準は、次に掲げるものとする。
一 自動車の前面の自動車登録番号標等にあっては、その上下両端を結ぶ直線が車両中心線に直交する鉛直面
に対して平行又は当該鉛直面に対する角度が上向き１０度以下若しくは下向き１０度以下であること。
二 自動車の後面の自動車登録番号標等であって、その上端が地上面から１．２メートル以下の高さの位置にある
場合にあっては、その上下両端を結ぶ直線が車両中心線に直交する鉛直面に対して平行又は当該鉛直面に対
する角度が上向き４５度以下若しくは下向き５度以下であること。
三 自動車の後面の自動車登録番号標等であって、その上端が地上面から１．２メートルを超える高さの位置にあ
る場合にあっては、その上下両端を結ぶ直線が車両中心線に直交する鉛直面に対して平行又は当該鉛直面に
対する角度が上向き２５度以下若しくは下向き１５度以下であること。
四 自動車の前面の自動車登録番号標等にあっては、その左右両端を結ぶ直線が車両中心線に直交する鉛直面

● 参考（根拠法令等）

四 自動車の前面の自動車登録番号標等にあっては、その左右両端を結ぶ直線が車両中心線に直交する鉛直面
に対して平行又は当該鉛直面に対する角度が左向き１０度以下であること。
五 自動車の後面の自動車登録番号標等にあっては、その左右両端を結ぶ直線が車両中心線に直交する鉛直面
に対して平行又は当該鉛直面に対する角度が左向き５度以下であること。
六 自動車登録番号標等の左右両端を結ぶ直線が水平であること。
七 自動車登録番号標等を確実に取り付けることによって表示していること。ただし、合成樹脂製の回送運行許可
番号標にあっては、脱落しないように取り付けることによって表示していること。
八 前各号に掲げるもののほか、自動車登録番号標等が折り返されていないこと、その表裏又は上下が逆さでない
ことその他の自動車登録番号等の識別に支障が生じない方法によって表示していること。

２ 規則第２４条（二輪自動車及び側車付二輪自動車に係る部分に限り、規則第２６条の５において準用する場合を
含む。）及び第４３条の７（二輪の小型自動車に係る部分に限る。）において準用する規則第８条の２第２項第１号
の告示で定める基準は、前項の規定にかかわらず、次に掲げるものとする。
一 臨時運行許可番号標、回送運行許可番号標又は車両番号標（以下「臨時運行許可番号標等」という。）の上下
両端を結ぶ直線が車両中心線に直交する鉛直面に対して平行又は当該鉛直面に対する角度が上向き４０度以
下若しくは下向き１５度以下であること。
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四国運輸局

二 臨時運行許可番号標等の左右両端を結ぶ直線が車両中心線に直交する鉛直面に対して平行であること。
三 臨時運行許可番号標等の左右両端を結ぶ直線が水平であること。
四 臨時運行許可番号標等を確実に取り付けることによって表示していること。ただし、合成樹脂製の回送運行許
可番号標にあっては、脱落しないように取り付けることによって表示していること。
五 前各号に掲げるもののほか、臨時運行許可番号標等が折り返されていないこと、その表裏又は上下が逆さで
ないことその他の臨時運行許可番号標若しくは回送運行許可番号標に記載された番号又は車両番号標に記載さ
れた車両番号の識別に支障が生じない方法によって表示していること。

３ 規則第６３条の８において準用する規則第８条の２第２項第１号の告示で定める基準は、前項各号に掲げるもの
とする。

附 則
（施行期日）

● 参考（根拠法令等）

（施行期日）
１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ 平成３３年３月３１日以前に、法の規定により登録を受けた自動車、自動車検査証の交付を受けた検査対象軽自
動車若しくは二輪の小型自動車又は使用の届出があった検査対象外軽自動車に係る自動車登録番号標等につい
ては、第３条第１項第１号から第５号まで、第２項第１号及び第２号並びに第３項（同条第２項第１号及び第２号に係
る部分に限る。）の規定にかかわらず、これらの自動車の運行中当該自動車に係る自動車登録番号等が判読でき
るような見やすい角度によることができる。
３ 法第３４条第１項（法第７３条第２項において準用する場合を含む。）の臨時運行の許可又は法第３６条の２第１項
（法第７３条第２項において準用する場合を含む。）の許可を受けて運行の用に供する自動車に係る臨時運行許可
番号標又は回送運行許可番号標（前項に規定するものを除く。）については、第３条第１項第１号から第５号まで並
びに第２項第１号及び第２号の規定にかかわらず、平成３３年３月３１日までの間は、これらの自動車の運行中当
該臨時運行許可番号標又は当該回送運行許可番号標に記載された番号が判読できるような見やすい角度による
ことができる。

四国運輸局

自動車登録番号標、臨時運行許可番号標、回送運行許可番号標又は車両番号標に取り付けることのできる
物品を定める告示

平成２７年１２月２８日

自動車登録番号標、臨時運行許可番号標、回送運行許可番号標又は車両番号標に取り付けることのできる物品
に関し道路運送車両法施行規則（以下「規則」という。）第８条の２第２項第２号（規則第２４条（規則第２６条の５にお
いて準用する場合を含む。）、第４３条の７及び第６３条の８において準用する場合を含む。）の告示で定める物品は、
次の各号に掲げるものとする。
一 封印（規則第８条第１項の規定に基づき自動車の後面に取り付けられた自動車登録番号標の左側の取付け箇
所に取り付ける場合に限る。）
二 臨時検査合格標章（規則第３７条の２第４項において準用する規則第３７条の３第１項の規定に基づき自動車

● 参考（根拠法令等）

二 臨時検査合格標章（規則第３７条の２第４項において準用する規則第３７条の３第１項の規定に基づき自動車
の後面に取り付けられた自動車登録番号標又は車両番号標（以下「自動車登録番号標等」という。）の左上部に
見やすいように貼り付ける場合に限る。）
三 検査標章（規則第３７条の３第１項の規定に基づき自動車の後面に取り付けられた自動車登録番号標等の左
上部に見やすいように貼り付ける場合に限る。）
四 自動車損害賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）第９条の２第１項の保険標章（自動車損害賠償保障法施行
規則（昭和３０年運輸省令第６６号）第１条の５第３項の規定に基づき検査対象外軽自動車の後面に取り付けられ
た車両番号標の左上部に見やすいように貼り付ける場合に限る。）
五 自動車損害賠償保障法第９条の４において準用する同法第９条の２第１項の共済標章（自動車損害賠償保障
法施行規則第８条で準用する同令第１条の５第３項の規定に基づき検査対象外軽自動車の後面に取り付けられ
た車両番号標の左上部に見やすいように貼り付ける場合に限る。）
六 自動車損害賠償保障法第１０条の２第１項の保険・共済除外標章（検査対象外軽自動車に表示する場合に限
る。）
七 自動車登録番号標又は検査対象軽自動車の車両番号標に取り付けるフレームであって、次に掲げる基準に適
合するもの
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四国運輸局

イ その幅（自動車登録番号標等に取り付けたときの当該自動車登録番号標等の外縁からフレームの内縁まで
の長さをいう。以下同じ。）が、上部にあっては１０ミリメートル以下、左右にあっては１８．５ミリメートル以下、下
部にあっては１３．５ミリメートル以下のもの
ロ その厚さ（自動車登録番号標等に取り付けたフレームの当該自動車登録番号標等の表面から突出している
部分の厚さをいう。）が、上部にあっては６ミリメートル以下（上部の幅が７ミリメートル以下の場合にあっては１０
ミリメートル以下）、それ以外の部分にあっては３０ミリメートル以下のもの
ハ 脱落するおそれのないもの
八 自動車登録番号標等に取り付けるボルトカバーであって、次に掲げる基準に適合するもの
イ その直径が２８ミリメートル以下であって、自動車登録番号標に記載された自動車登録番号又は車両番号標
に記載された車両番号（以下「自動車登録番号等」という。）に被覆しないもの
ロ その厚さ（自動車登録番号標等に取り付けたボルトカバーの当該自動車登録番号標等の表面から突出してい
る部分の厚さをいう。）が９ミリメートル以下のもの

● 参考（根拠法令等）

る部分の厚さをいう。）が９ミリメートル以下のもの
ハ 脱落するおそれのないもの

附 則
（施行期日）
１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ 平成３３年３月３１日以前に、道路運送車両法の規定により登録を受けた自動車、自動車検査証の交付を受けた
検査対象軽自動車若しくは二輪の小型自動車又は使用の届出があった検査対象外軽自動車に係る自動車登録
番号標等については、第７号及び第８号の規定にかかわらず、次の各号に掲げる基準に適合するフレーム又はボ
ルトカバーを取り付けることができる。
一 これらの自動車に係る自動車登録番号等に被覆しないもの
二 脱落するおそれのないもの
三 これらの自動車の運行中当該自動車登録番号等が判読できるもの
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１１．自動車の前面ガラスへ貼付するステッカーの指定について
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プレスリリース 

平成２８年１０月７日 

 

－ 審査事務規程の一部改正について（第 3次改正）－ 
 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11 年法律第 218 号）第 13 条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、平成 28 年 10 月 11 日から施行します。 

 

主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）及び道路運送車両の保安

基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の一部改正に伴

う改正 

○ 自動車の直前及び側方の視界を確保するために備えられた鏡又はカメラ

について、その性能を損なわないよう、取付方法等に関する要件を規定しま

す。（7-100、8-100） 

○ 昼間走行灯（デイタイムランニングランプ）にかかる規定を新設し、要件

に適合するものについては、300 カンデラを超えたものであっても自動車に

備えることができることとします。（7-72 の 2、7-92、8-72 の 2、8-92） 

○ ドライバー異常時対応システムを搭載した自動車について、車外報知のた

めの電光表示器を設置することや、緊急停止時に限って制動灯等を点滅させ

ることができることとします。（7-84、7-85、7-89、7-92、8-84、8-85、8-89、

8-92） 

○ 各項において、基準に適合するものとして「共通構造部指定を受けた装置」

を追加します。 

 

２．専ら砂利、土砂の運搬に用いる自動車に備える積載物の飛散を防止するための装

置について、要件を規定します。（7-49、8-49） 

 

３．その他、用語の定義の拡充、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区本塩町８－２住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
 

第三章　独立行政法人自動車技術総合機構関係
１．審査事務規程の一部改正について（第3次改正）
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平成２９年１月以降製作車の基準平成２８年１２月以前製作車の基準
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自動車技術総合機構からのお知らせ 
平成28年10月7日 

 専ら砂利、土砂の運搬に用いる自動車に備える積載物の飛散
を防止するための装置について、要件を規定しました。 
 当該規定については、平成29年4月以降に製作された自動
車に装着するものから適用しますので、お知らせします。 

ダンプ車に備える 
積載物の飛散を防止するための 

装置について 

（1）金属等の枠組みに布又はビニール製のシートを取付けたものであること。 

（2）金属等の枠組みには木製、金属製又はゴム製等の板状のものが取付けられていないこと。 

（3）煽上方に備える回転軸を中心に車両中心線と平行方向の回転軸を煽上方に備えたものであり、 

  当該回転軸を中心に煽上面の鉛直面から荷台内側方向に旋回できる構造であること。 

（4）固定するための金具等を備える場合にあっては、工具等を使用することなく、手で容易に解除 

  することができるものであること。なお、固定位置については、積載物の飛散を防止するための 

  装置が煽上方に備える回転軸を中心に車両中心線と平行な煽上面の鉛直面から荷台内側方向に傾 

  斜し固定されるものであること。 

（5）枠組みは必要以上の強度を有していないものであること。※詳細は審査事務規程参照のこと 
 

※ただし、積載物の飛散を防止するための装置が荷台内側方向に水平になるものであって、当該装置 

 を固定するための金具等を備えていない又は当該装置を任意の位置で停止させることができないも 

 のにあっては、（1）から（3）までの要件を満足するものであればよい。 

※ 詳細については、当機構のホームページに掲載している 
 審査事務規程7-49及び8-49をご参照ください。 
 

※ ご不明な点についてはお問い合わせください。 

 

【要件の概要】 

- 56 -



 

プレスリリース 

平成２８年１０月２８日 

 

審査事務規程の一部改正にについて（第 5 次改正） 

－新規検査等における新たな審査方法について－ 
 

独立行政法人自動車技術総合機構は、神奈川事務所において生じた不適切事案の再

発防止とともに、共通構造部の型式指定に係る制度の新設に対応するため、新規検査

等における新たな審査方法について、審査事務の実施に関する規程（審査事務規程）

の一部改正を行い、①共通構造部型式指定自動車は、平成 28 年 11 月１日以降、②そ

れ以外の自動車は、平成 29 年 5 月 1 日以降の新規検査等から施行します。 
 

主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．新規検査等における検査当日の提出書面（当日書面審査）を明確化 

新規検査等において、指定を受けた構造・装置の変更箇所及び架装をおこなった部

位を明確、かつ、容易に判断することが可能な統一的な書面※の提出を求めることとし

ます。【※ 提出書面の一部様式は、機構 HP によりダウンロードが可能です。】 

 

２．新規検査等における事前提出書面の審査を実施 

指定を受けた構造・装置の変更又は架装により、当該自動車に係る保安基準（技術

基準に限る。）の適合性に影響がある場合には、新規検査等に先立って検査事務所にお

いて提出書面を事前に審査することとします。 

なお、申請者の負担等を考慮し、同一申請者が構造・装置が同一であると認める複

数台数の車両について新規検査等の申請を行う場合においては、代表車両一台を地方

検査部に申請し、当該地方検査部が審査した結果をもって、代表車両以外の車両は新

規検査等の際に事前提出書面審査を省略することが可能とします。 

 

３．新規検査等における一部審査方法の変更（共通構造部型式指定自動車等） 

共通構造部型式指定を受けた自動車であって、一定の要件を満たすものについては、

新規検査等において検査機器を用いた審査を省略することを可能とします。 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区本塩町８－２住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
 

２．審査事務規程の一部改正について（第5次改正）
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自動車技術総合機構からのお知らせ
平成28年10月28日

指定自動車等について、新規検査又は予備検査※1 （以下
「新規検査等」という。）を行う場合の提出書面の要件を規定
しました。

当該規定については、①共通構造部型式指定自動車は、平成
2８年11月１日以降から、②それ以外の自動車は、平成29年
５月１日以降の新規検査等から適用しますので、お知らせしま
す。

※1 予備検査証の交付を受けた自動車、一時抹消登録を受けた自動車又は自動車検査証が返納
された自動車の新規検査又は予備検査を除く。

新規検査等における新たな
審査方法について

（１） 新規検査等における検査当日の提出書面（当日書面審査）を明確化

新規検査等において、指定を受けた構造・装置の変更
箇所又は架装をおこなった部位を示す統一的な書面※2の
提出を行ってください。（架装箇所等の把握）

（２） 新規検査等における事前提出書面の審査を実施

指定を受けた構造・装置の変更又は架装により、
当該自動車に係る保安基準（技術基準等に限る。）
の適合性に影響がある場合には、新規検査等に先
立って提出書面を事前に届け出てください。

（３） 新規検査等における一部審査方法の変更
共通構造部型式指定を受けた自動車等であって、

一定の要件を満たすものについては、新規検査等において検査機器を用いた審査を
省略します。

注意：(1)又は(2)において、提出書面に不備等があった場合、審査ができませんので
ご注意願います。

※3 詳細については、当機構のホームページに掲載している
審査事務規程をご参照ください。

※4 ご不明な点についてはお問い合わせください。

【概要】

http://www.naltec.go.jp/fkoifn00000011hj.html

※2 提出書面（第1号様式）は以下のＵＲＬからダウンロードが可能です。
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プレスリリース 

平成２８年１２月２２日 

 

－ 審査事務規程の一部改正について（第 6次改正）－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11 年法律第 218 号）第 13 条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、平成 28 年 12 月 26 日（一部は平成 29 年 2 月 1 日）

から施行します。 

 
主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619

号）等の一部改正に伴う改正 

○ 「二輪自動車等の車外騒音に係る協定規則（第 41 号）」の技術的な要件を

適用する二輪自動車の近接排気騒音規制について、新車時における規制を廃

止するとともに、使用過程車においては新車時の測定値から悪化していない

ことを確認する手法（相対値規制）を採用することとします。 

また、これに伴い、使用過程車において消音器を改造又は交換する場合に

は、当該消音器が加速走行騒音を有効に防止するものであることが、書面又

は表示により運行中に確認できなくてはならないこととします。（7-53、8-53） 

○ 圧縮水素ガスを燃料とする自動車に備える燃料配管等に関し「水素燃料自

動車の安全基準に係る協定規則（第 134 号）」の技術的な要件に適合しなけ

ればならないこととします。（7-24、8-24） 

 

２．審査時における車両状態の明確化（1-3、4-7-1） 

異常等が生じている自動車については修理後に審査することを明確にするた

め、審査時における車両状態として次の事項を規定するとともに、これに該当し

ない受検車両については審査を行わないことを規定します。 

・空車状態の自動車に運転者 1名が乗車した状態であること。 

・原動機の作動中において、異常状態を表示する警告灯が点灯又は点滅してい

ない状態であること。また、ブザー類が吹鳴していない状態であること。 

・受検車両に装着しているタイヤは、応急用スペアタイヤでないこと。 

 

３．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区本塩町８－２住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
 

３．審査事務規程の一部改正について（第6次改正）
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自動車技術総合機構からのお知らせ 
平成28年12月22日 

■「審査時における車両状態」とは次に掲げる全ての要件を満たすものをいいます。 

１．空車状態（積載物がない状態）の自動車に運転者１名が乗車した状態で 
  あること。 
 

２．原動機の作動中において、運転者が運転者席に着席した状態で容易に 
  識別できる位置に備える次に掲げるテルテールの識別表示が継続して 
  点灯又は点滅していない状態であること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．原動機の作動中において、運転者席の運転者に警報するブザー類が継続 
  して吹鳴していない状態であること。 
 

４．受検車両に装着しているタイヤは応急用スペアタイヤでないこと。 

警告灯が点灯又は点滅 
している自動車について 

※ ご不明な点についてはお問い合わせください。 

 異常等が生じている自動車については修理後に審査す
ることを明確にするため、「審査時における車両状態」
として以下の事項を規定しました。 
 平成29年2月以降、これに該当しない受検車両につ
いては審査を行いませんので、確実に修理した後に検査
コースに持ち込んでいただきますようよろしくお願いい
たします。 

  

  

① 前方のエアバッグ 

⑤ 原動機 
 

② 側方のエアバッグ 

③ ブレーキ ④ ＡＢＳ 
（例） （例） 

（例） （例） （例） 
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プレスリリース 

平成２９年２月９日 

 

－ 審査事務規程の一部改正について（第７次改正）－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11 年法律第 218 号）第 13 条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、平成 29 年 2 月 10 日から施行します。 

 

主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619

号）等の一部改正に伴う改正 

○ 「操縦装置の配置及び識別表示等に係る協定規則（第 121 号）」等が適用さ

れる自動車について、テルテールが原動機の作動中に継続して点灯している場

合には、その装置に係る機能が基準に適合しないものとします。（7-9、8-9、

7-13、8-13、7-15～7-17、8-15～8-17、7-20、8-20、8-27～8-30） 

○ 通路に設けられた容易に折りたたむことができる座席について、座席ベルト

を備えることを義務付けるとともに、その性能要件を規定します。また、任意

に取付けた座席ベルトについても性能要件を規定します。（7-41、8-41） 

○ 自動車に備える後写鏡について、これまでの視界基準に加え「間接視界に係

る協定規則（第 46 号）」の技術的な要件に適合しなければならないこととしま

す。また、これに伴い、後写鏡に代えて、「間接視界に係る協定規則（第 46 号）」

の技術的な要件に適合するカメラモニタリングシステムを備えることができ

ることとします。（7-99、8-99） 

○ 出荷検査証の発行を受けた特定共通構造部型式指定自動車に係る適用関係

の整理を行います。 

  ○ 自動車の型式の指定等に係る審査時の試験規定（TRIAS）を改正します。（別

添 1） 

 

２．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区本塩町８－２住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
 

４．審査事務規程の一部改正について（第7次改正）
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プレスリリース 

平成２９年３月３０日 

 

－ 審査事務規程の一部改正について（第 8次改正）－ 
 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11 年法律第 218 号）第 13 条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、平成 29 年 4 月 1 日から施行します。 

 

主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．「敷地内における秩序維持」の強化 

○ 的確で厳正かつ公正な審査業務を行うための環境を確保していく観点か

ら、自動車機構が管理する敷地内における秩序維持に関する運用について、

遵守事項等を整理することにより、実効性の更なる確保を図ります。 

 

２．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

 

 

 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区本塩町８－２住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
 

５．審査事務規程の一部改正について（第8次改正）
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プレスリリース 

平成２９年４月２８日 

 

－ 審査事務規程の一部改正について（第１０次改正）－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11 年法律第 218 号）第 13 条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、平成 29 年 5 月 1 日から施行します。 

 

主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619

号）等の一部改正に伴う改正 

 「軽・中量車排出ガスの測定方法」について、現在規定されている試験法（JC08

モード法）に加え、国際基準（WLTP）が導入されたことに伴い、WLTP での試験

法（WLTC モード法）での規制値を適用できることとします。（7-55、8-55） 

    

２．新規検査等提出書面審査要領の一部明確化（別添 2） 

昨年 10 月末に実施した審査事務規程の一部改正（第 5 次改正）において、

新規検査等における提出書面の審査方法を定めたところですが、昨年の 11 月

より先行して適用している共通構造部型式指定自動車の届出状況を鑑みて、当

該審査要領に規定する提出書面の記載方法等について更なる明確化を図るこ

ととします。 

 

３．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区本塩町８－２住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
 

６．審査事務規程の一部改正について（第10次改正）
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プレスリリース 

平成２９年６月２２日 

 

－ 審査事務規程の一部改正について（第 11 次改正）－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11 年法律第 218 号）第 13 条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、平成 29 年 6 月 22 日から施行します。 

 
主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619

号）等の一部改正に伴う改正 

○ タイヤのラベリング等の厚み部分については、タイヤの突出禁止規定の対

象外とします。（7-26、8-26） 

○ 「突入防止装置に係る協定規則（第 58 号）」の改訂に伴い、突入防止装置

の取付位置及び強度に関する改正を行います。（7-34、8-34） 

○ 「四輪自動車の車外騒音基準に係る協定規則（第 51 号）」の技術的な要件

を適用する四輪自動車の近接排気騒音規制について、新車時における規制を

廃止するとともに、使用過程車においては新車時の測定値から悪化していな

いことを確認する手法（相対値規制）を採用することとします。 

また、これに伴い、使用過程車において消音器を改造又は交換する場合に

は、当該消音器が加速走行騒音を有効に防止するものであることが、書面又

は表示により運行中に確認できなくてはならないこととします。（7-53、8-53） 

○ 排気管について、開口方向に係る基準を廃止します。（7-60、8-60） 

 

２．架装等により車両重量が増加した乗用自動車等の審査方法を明確化します。 

（4-20） 

 

３．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区本塩町８－２住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
 

７．審査事務規程の一部改正について（第11次改正）
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皆様方のご理解、ご協力をよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【確認徹底をお願いします】 
☞検査場内で車両から降りる際には、 
ギア位置確認及び駐車ブレーキの作動確認！ 

 

受検者の皆様へ 
 

運転操作ミスに起因する 
事故が多発しています！ 

【事故事例】 
ギアを入れたまま降車し、ヘッドライトテスタに接触！ 

 

８．受検者の皆様へ
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皆様方のご理解、ご協力をよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【注意徹底をお願いします】 
☞ピット上には開口部があることから 
不用意に降車しない！足元に注意！ 

 

 

 

ピット開口部から転落する事故が 
多発しています！ 

【事故事例】 
ピット上で受検者が降車し総合判定室に
合格印を貰いに行こうとしたところ、手元の
検査票に気を取られ、足元がおろそかになって
いたことからピット開口部に気づかず転落した。 

 

受検者の皆様へ 
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皆様方のご理解、ご協力をよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【注意徹底をお願いします】 
☞検査場に入場する際には 
トラックのクレーンブームやバスの扉等 
の格納状態を確認！ 

 

【事故事例】 
外観検査終了後、受検者はキャビンをおろしクレーン 

ブームを格納し忘れたまま検査コースに入場しようと 

した為、クレーンブームが検査コース入り口のひさし 

部分に接触し破損させた。 

 

 

 

トラックのクレーンブームの格納忘れ 
による事故が多発しています！ 

受検者の皆様へ 
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皆様方のご理解、ご協力をよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【注意徹底をお願いします】 
☞急がず、慌てず、一呼吸おいて検査を受けること 

☞重大事故である車両間挟まれ事故を防ぐため、不用意に

車両の前後には立たないこと（特に外観検査や排気ガス、

黒煙、オパシメータ測定時は要注意） 

 

 

 

 

ブレーキとアクセルの踏み間違い 
による事故が多発しています！ 

【事故事例】 
マルチテスタでの検査終了後、機器から退出し記録器付近で停車

しようとしたところ、ブレーキとアクセルを踏み間違えたことにより

受検車両が前進。下回りの検査位置にいた別の受検車両に接触

した。 

 

受検者の皆様へ 
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皆様方のご理解、ご協力をよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～5 月 9 日（火）は事故「ゼロの日」です。～ 

本日も安全で安心な業務を心がけましょう。 
 

 

【注意徹底をお願いします】 
☞キャビンを上げる際には 

 

キャビンストッパーの確実な
ロックをお願いいたします 

【事故事例】 
キャビン支持部のロックが確実にされておらず 

原動機型式確認時にキャビンが落下した。 

 

受検者の 

皆様へ 

必必ずず目目視視ででロロッッククのの確確認認！！  

職
員
が
挟
ま
れ
て
い
る 
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皆様方のご理解、ご協力をよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～７月１１日（火）は事故「ゼロの日」です。～ 

本日も安全で安心な業務を心がけましょう。 
 

 

車両の挙動に 
注意をお願いいたします 

【事故事例】 
後退した車両と、後ろで待機していた車両の間に 

人が挟まれた。 

 

受検者の 

皆様へ 

周周囲囲のの安安全全確確認認をを！！  

 

【注意徹底をお願いします】 
☞車両の移動時は 
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1.協会の業務等 

 

（１）業務内容 

1．軽自動車の検査事務 

2．検査対象軽自動車に係る自動車重量税の納付の確認及び税額の認定の事務 

3．検査対象軽自動車に係る軽自動車税の納付の確認の事務 

4．検査対象軽自動車に係る自動車損害賠償責任保険の契約又は自動車損額賠償責任共済 

の契約の締結の確認の事務 

5．前各号の業務に付帯する業務 

6．前各号に掲げるもののほか、軽自動車検査協会の目的を達成するために必要な業務 

 

（２）事務所所在地等 

事務所 〒 所在地 ＴＥＬ 

香川主管事務所 769-0103 
高松市国分寺町福家甲１２５８番地１８ 

（国分寺流通センター内） 
050-3816-3122 

徳島事務所 771-1156 徳島市応神町応神産業団地１番地３ 050-3816-3123 

愛媛事務所 791-1112 松山市南高井町１８１４番地の２ 050-3816-3124 

高知事務所 781-0270 高知市長浜３１０６番地２ 050-3816-3125 

 

（３）業務受付時間 

窓口 午前８時４５分から１１時４５分まで、午後１時から４時まで 

検査 午前９時から１２時まで、午後１時から４時まで 

（土・日・祝日、１２／２９～１／３は休業） 

 

（４）ユーザー車検予約システム（平成２７年１月３０日～） 

○パソコン（インターネット）、スマートフォン、 

第３世代以降の機種による携帯電話（WEB）での検査予約 

https://www.kei-reserve.jp/ 

 

○固定電話での検査予約（音声案内に従って検査の予約を行います。） 

香川主管事務所  050-3818-8669 

徳島事務所    050-3818-8670   

愛媛事務所    050-3818-8671 

高知事務所    050-3818-8672 

     

※ インターネット予約、電話予約とも初回予約時に利用者情報の登録（アカウント登録）が 

必要です。 

第四章　軽自動車検査協会関係
１．軽自動車検査協会の業務等について
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軽自動車検査協会
香川主管事務所

（国分寺流通センター

ＪＲ高松

コトデン築港

県庁

高松市役所

栗林公

国道１１号

至徳島中
央
通
り

国
道
１
１
号
線

栗林トンネル

県道高松丸亀線（旧１１

ＪＲ鬼無駅

ＪＲ端岡駅

予讃線

県
道
檀
紙
鶴
市

国道１１号線

高松自動車道

高松西

高松檀紙

香川運輸支局

ＪＲＡ １１号線
バイパス

県道三木国分寺

コ
ト
デ
ン
琴
平

コ
ト
デ
ン
琴
平

国
道
１
９
３
号
線

県
道
山
崎
御
厩
線

高松市役所国分寺支所

県道国分寺
琴南線

国
道
３
２
号
線

レンタルショッ

国道３２号線

至琴平
綾川町役場

高松西警察署 マルナカ
綾南店

トヨタ

うどん

おかもと

かざしがおか

はただ

至坂出

円座町

国分寺町

名称 ： 軽自動車検査協会
香川主管事務所

住所 ： 香川県高松市国分寺町
福家甲１２５８－１８

ＴＥＬ ： ０５０－３８１６－３１２２

ＦＡＸ ： ０８７－８７０－６５９６

検査予約 ： ０５０－３８１８－８６６９

ホームページ
http：//ｗｗｗ．keikenkyo．or．jp

軽自動車検査協会香川主管事務所の付近略図Ｎ

成合大橋

ＩＣ

ＩＣ

至
高
松
空
港

軽自動車検査協会香川主管事務所
ご 案 内

イオン綾川

至高松空港

- 72 -



徳　島　自　動　車　道

徳　島　北　環　状　線

ＪＲ勝瑞駅

ＪＲ吉成駅

スシロー

鯛浜

県

道

38

号

国

三

郎

橋

吉

野

川

橋

老門

釣具屋

セブンイレブン

線

四

マルナカ

成長店

はなまるうどん

西　条　北　島　線

ＪＲ高徳線

軽自動車検査協会

徳島事務所

運輸支局

松下印刷

ローソン

洋服の青山

ガソリン

スタンド

焼肉栄作

焼鳥扇屋

大丸家具

吉 野 川

名称 ： 軽自動車検査協会 徳島事務所

住所 ： 徳島県徳島市応神町応神産業団地１－３

ＴＥＬ ： ０５０－３８１６－３１２３

ＦＡＸ ： ０８８－６８３－３６４６

検査予約 ： ０５０－３８１８－８６７０

ホームページ

軽自動車検査協会徳島事務所
ご 案 内
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N

県道193号 森松・重信線

松山南警察署

四国運輸局

愛媛運輸支局

杖の淵公園

伊予鉄バス

森松営業所

至 高知

10 ｍ

重信川

松山自動車道

至 高松

至 重信

軽自動車検査協会

愛媛事務所

至 松山

（県庁・市役所）

松山ｉｃ

名称 ： 軽自動車検査協会 愛媛事務所

住所 ： 愛媛県松山市高井町１８１４－２

ＴＥＬ ： ０５０－３８１６－３１２４

ＦＡＸ ： ０８９－９０５－９７８２

検査予約 ： ０５０－３８１８－８６７１

ホームページ
http：//ｗｗｗ．keikenkyo．or．jp

軽自動車検査協会愛媛事務所
ご 案 内
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鏡川 潮
江
橋

鏡
川
大
橋

鷲尾トンネル

高知桂浜道路

宇津野トンネル

国道３３号線 国道５５号線

至高知I C
JR高知駅

春野運動公園

高知競馬場

日出野トンネル

雪
蹊
寺

県交通

長浜出張所

春野赤岡線

軽自動車検査協

会

高知事務所

土佐湾

産
業
団
地

長
浜

桂浜

新川

N

8

14m

卍

道
路
案
内
標
識

名称 ： 軽自動車検査協会 高知事務所

住所 ： 高知県高知市長浜３１０６－２

ＴＥＬ ： ０５０－３８１６－３１２５

ＦＡＸ ： ０８８－８３７－９７６２

検査予約 ： ０５０－３８１８－８６７２

ホームページ
http：//ｗｗｗ．keikenkyo．or．jp

軽自動車検査協会高知事務所
ご 案 内
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平成26年10 月1日（水）より

軽自動車検査協会の
各事務所 の電話番号が
変わります。

軽自動車検査協会からのお知らせ

事務所へおかけになった電話は、
コールセンターにてお受けいたします。

香川主管事務所管内

コールセンター電話番号一覧

香川主管事務所

8：30～１７：00

050-3816-3122

徳 島 事 務 所 050-3816-3123

愛 媛 事 務 所 050-3816-3124

高 知 事 務 所 050-3816-3125

受付時間 休業日 土・日・祝日・12/29～1/3
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２．最近の検査場における事故状況について

                 構内・検査コースの

                 事故防止について
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お知らせ 
  

新 規 検 査 ・ 予 備 検 査 ・ 構 造 等 変 更 検 査 の 際 に 

諸 元 測 定 し た 車 両 に つ い て は 、 写 真 撮 影 を 

行 い ま す の で 、 ご 協 力 お 願 い い た し ま す 。 
 

軽自動車検査協会 
  

 

○軽自動車検査協会検査事務規程（抜粋） 

    昭 和 4 8 年 9 月 2 6 日 

   協 会 規 程 第 1 6 号 

 

   最終改正 平成 29 年 3 月 28 日協会規程第 31 号 

 

２－２１－１ 画像の取得及び保存 

新規検査、予備検査及び構造等変更検査の検査において、提示された自動車（型式 

指定自動車又は法第 69 条第 4 項の規定により検査証が返納された自動車であって、

当該自動車に係る構造等に関する事項が完成検査終了証又は返納証明書（交付を受け

ているものに限る。）に記載された構造等に関する事項と同一であるものを除く。）の

画像を画像取得装置を用いて、その取得及び保存を行うものとする。 

また、画像の取得に際して、受検者が画像の撮影を拒否した場合には、受検者に 

対し検査できないため検査を中断する旨を口頭で通告する 

 

２－２１－２ 改造部位等の画像の取得 

（１）2-21-1 により取得した自動車の外観画像又は通知書の外観図等では改造部位 

等が不明な場合若しくは画像取得が困難な場合には、画像取得装置以外の汎用のデジ

タルカメラ（以下「デジタルカメラ」という。）により、当該自動車の当該部位を撮

影し、これを当該自動車の電子データとして画像取得装置により取得した画像と一緒

に保存する。 

（２）新規検査、予備検査及び構造等変更検査の検査において、審査事務規程 7-100

（8-100）に規定する鏡その他の装置を備えているもの（指定自動車等であって審査

事務規程 7-100（8-100）に規定する鏡その他の装置に変更がないものを除く。）は、

デジタルカメラにより、当該部位を撮影し、これを当該自動車の電子データとして画

像取得装置により取得した画像と一緒に保存する。 なお、画像を保存する際には、

当該自動車に備えている装置を撮影したものであることを十分に確認すること。  
 

 

３．お知らせ
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平成29年1⽉19⽇

お 知 ら せ

●「検査時における⾞両状態」とは次に掲げる全ての要件を満たすものをいいます。

異常等が⽣じている⾃動⾞については修理後に検査することを
明確にするため、「検査時における⾞両状態」として以下の事項
を規定しました。
平成２９年２⽉以降、これに該当しない受検⾞両については検

査を⾏わないよう規定いたしましたので、確実に修理をした後に
受検していただきますようよろしくお願いいたします。

１．空⾞状態（積載物がない状態）の⾃動⾞に運転者１名が乗⾞した状態であるこ
と。

２．原動機の作動中において、運転者が運転者席に着席した状態で容易に識別でき
る位置に備える次に掲げるテルテールの識別表⽰が継続して点灯⼜は点滅してい
ない状態であること。

３．原動機の作動中において運転者席の運転者に警告するブザー類が継続して吹鳴
していない状態であること。

４．受検⾞両に装着しているタイヤは応急⽤スペアタイヤでないこと。

 

①前⽅エアバック
 

②側⽅エアバック
 

③ブレーキ
 

④ＡＢＳ
 

⑤原動機

（例） （例）（例）（例）（例）
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外観検査時、エンジンチェックランプの状態を確認します。

1. 電源投入時に警報を発するもの

2. 電源投入時に発した警報が原動機の始動によ
り停止するもの

3. 発する警報を運転席において容易に判断出来
るもの
１～３を全て満たす事が必要になります

適用年月日

例

お 知 ら せ
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１.荷台等に物品等が無い状態で受検して下さい。

２.後部座席・荷室等が確認しやすい状態で
受検してください。

皆様のご協力をお願いいたします。

積載物は
降ろして
受検して
下さい。

お願い～検査時車両状態について～

４．お願い
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際は、

れる方がボンネットを開閉し、

棒により

うにお願いいたします。

 

際は、

れる方がボンネットを開閉し、

棒により

うにお願いいたします。

 

車台番号及び原動機型式の確認の

際は、

れる方がボンネットを開閉し、

棒により

うにお願いいたします。

車台番号及び原動機型式の確認の

際は、

れる方がボンネットを開閉し、

棒により

うにお願いいたします。

車台番号及び原動機型式の確認の

際は、エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

棒により

うにお願いいたします。

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

棒によりボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

お

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

お

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

お 

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

 

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

 願

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

願
 

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

 

願 

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

 い

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。

い

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

うにお願いいたします。 

い 

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

 

 

 

車台番号及び原動機型式の確認の

エンジンを停止させ、受検さ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

 

 

車台番号及び原動機型式の確認の

、受検さ

れる方がボンネットを開閉し、

ボンネットを支持させるよ

 

車台番号及び原動機型式の確認の

、受検さ

れる方がボンネットを開閉し、支持

ボンネットを支持させるよ

車台番号及び原動機型式の確認の

、受検さ

支持

ボンネットを支持させるよ

車台番号及び原動機型式の確認の

、受検さ

支持

ボンネットを支持させるよ

車台番号及び原動機型式の確認の

、受検さ

支持

ボンネットを支持させるよ
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り検査時

さい。

では

 

り検査時

さい。

では

 

リフトの

り検査時

さい。

また、

では

リフトの

り検査時

さい。

また、

では、

リフトの

り検査時

さい。 

また、

、エンジンをかけない

リフトの

り検査時は、

また、リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

お

リフトの

は、

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

お

リフトの上昇中及び下降中

は、

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

お 

上昇中及び下降中

は、エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

 

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

 願

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

願
 

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

 

 

願 

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

 い

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

い

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

 

い 

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけない

 

 

上昇中及び下降中

エンジンを停止

リフトが完全に下降するま

エンジンをかけないで下

上昇中及び下降中、

エンジンを停止して

リフトが完全に下降するま

で下

、下回

して

リフトが完全に下降するま

で下さい

下回

して下

リフトが完全に下降するま

さい

下回

下

リフトが完全に下降するま

さい

下回

下

リフトが完全に下降するま

さい。  
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 平成２９年４月から保安基準適合証の電子化が開始されたことに伴い、関連するＯＣＲシートに証明書指示欄及び  
□チェックの欄が追加されました。 
 平成２９年４月からは、これまでどおり保安基準適合証の電子化を利用せずに新規検査、継続検査、予備検査（保安基
準適合証のみ）、の申請を行う場合には、証明書指示欄に以下に該当する番号を記載することとなり、電子化を利用する場
合にはチェックの欄□にレが必要となります。 
 つきましては、自動車検査証の交付等を円滑に行うため、証明書指示欄に番号の記載をお願いします。 
 
 

                     
 
 
 
 

 

 

お願い～ＯＣＲの記載について～ 

＜電子保適証を利用しない場合＞ 

保安基準適合証の電子化を利

用せずに、これまでと同様に

申請される場合には、証明書

指示欄に「１」を記載してく

ださい。 

○94証明書指示 

 
 
 
1 保・自提出 
2 保適証提出 
3 自賠責提出 

1 

＜電子保適証を利用する場合＞ 

保安基準適合証を電磁的に提

供した場合は下欄の□にチェ

ック（レ）が必要です。 

※ご不明な点は、窓口職員にお問い合わせください。 

 

レ 

○94証明書指示 

 
 

記入しない 
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10 9 1

27 9 1

 

 

 

 

５．平成10年9月1日以降に製作された軽自動車の

前照灯の検査について
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検査の高度化機器の本格運用を行います。

ご理解・ご協力をお願いいたします。
なお、検査は通常と変わりません。

○運用時間

全ラウンド（９時００分～１６時００分）

○検査の受け方は変わるのか？

検査コース入り口でカメラによる車両番号標認識装置等により検査を実施します。
なお、検査の判定方法に変更はありません。

○検査の高度化機器とは？

検査結果を電子的に記録・保存するものです。これにより、以下のようなことができ
ます。

・車両不具合情報の収集・分析結果に基づく的確な検査の実施
・二次架装などの不正改造車を排除
・リコールにつながる車両不具合情報を抽出
・不正受検（検査票の改ざん、偽造等）を防止
・将来的には、検査結果をより詳細に情報提供

排ガス

排ガス
検査職員

６．検査の高度化機器の本格運用を行います。
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•

•

•

７．軽自動車検査協会が目指す検査の高度化システムのメリット
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プレスリリース  

平成２９年５月２５日  

 

                                 
 

 
１．軽自動車ＯＳＳ導入の背景  
  軽自動車ＯＳＳについては、国土交通省に設置された「自動車関連情報の利活用に関

する将来ビジョン検討会」における報告書（平成２７年１月）において、「軽自動車に

ついては、平成２５年度の全自動車の保有台数に占める割合が約４０％に達しており、

従来に比べその手続面での負担軽減効果も大きいものと考えられる。このため、現在Ｏ

ＳＳが導入されていない軽自動車について、早ければ平成３１年からの導入を目指した

検討を平成２６年度から開始する」旨記載されたことを受け、必要な調査等を経て、平

成２８年度において、関係省庁、学識経験者のご協力を賜り、軽自動車ＯＳＳの目指す

べき姿であるグランドデザイン（協会ＨＰに掲載）をとりまとめました。  

なお、同デザインをとりまとめるにあたり、より具体的な方針を定めるため、引き続

き関係機関、関係団体と調整を進めることとしました。  

 

２．軽自動車ＯＳＳに係る基本方針の決定  
  今般、協会は、グランドデザイン策定以降、引き続き実施してきた関係機関との調整

状況、関係団体へのヒアリング結果等を勘案し、下記のとおり、軽自動車ＯＳＳに係る

基本方針について決定しました。  

今後は、同方針に基づき、運用開始に向け、システム詳細設計等諸準備を着実に進め

てまいる予定です。  

  

【軽自動車ＯＳＳに係る基本方針】  

 サービス開始時期：平成３１年１月  

 サービス対象手続：平成３１年１月に継続検査（指定整備）から開始し、同年９月  

には新車新規検査（型式指定車）を対象  

 サービス対象地域：今夏（８月めど）に決定  

 
（連絡先）  
 軽自動車検査協会  情報システム部システム企画課  
 住所  東京都新宿区西新宿 3-2-11 
 電話  03－5324－6611 FAX 03－5324－6621 

軽自動車保有関係手続のワンストップサービス（軽自動車ＯＳＳ）  
導入に係る基本方針の決定について  

８．軽自動車保有関係手続のワンストップサービス（軽自動車ＯＳＳ）導入に係る基本方針の　　　
　　決定について
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受検者の皆様へ 

「受検者の禁止事項」 

【１】暴力、暴言等の行為を行わないこと及び暴力、暴言等の威圧的行為により検査担当者にその場での再検査、合格の判定等

を強要しないこと。 

【２】検査を受ける自動車の運転者（１名に限る）以外の者は入場しないこと。 

【３】検査コース内は歩行速度以上の速度で通行しないこと。 

【４】検査コース内で整備等しないこと。 

【５】検査機器、検査設備等を損傷させ又は破壊しないこと。 

【６】座り込み、立ちふさがり又は自動車を放置しないこと。 

【７】旗、のぼり、プラカード類を検査コース内に持ち込まないこと。 

【８】拡声器等の放送設備を使用し、騒音を撒き散らさないこと。 

【９】凶器、爆発物等の危険物を持ち込まないこと。 

【１０】その他検査業務上又は検査場管理上支障となる行為をしないこと。 

 

「受検に際して必要な指示事項」 

【１】検査中は検査票を保持すること。 

【２】下回り部分は泥等の付着がなく装置等の確認ができる状態とすること。 

【３】車台番号及び原動機の型式の打刻は、汚れ等の付着がなく打刻文字等が確認できる状態とすること。 

【４】排気管はプローブが挿入できる状態とすること。 

【５】荷台等は物品等が積載された状態でないこと。 

【６】座席、シートベルト、非常信号用具及び消火器等は確認できる状態とすること。 

【７】窓ガラスは取り外された状態でないこと。 

【８】全ての車輪のホイールキャップ又はセンターキャップ、灯火器等に装着されているカバー等は取り外した状態とすること。 

【９】エンジンルーム内の検査を行う場合は、原動機を停止し、ボンネット（フード）を開け、又はキャビンを上げて、支持棒

等により保持した状態とすること。 

【１０】運転者席及び助手席の側面ガラスの検査を行う場合は、窓ガラスを閉じた状態とすること。 

【１１】検査担当者からの指示により、警音器、方向指示器等灯火器又は窓ふき器等を作動させること。また、指示がある場合 

以外はこれら装置を作動させないこと。 

【１２】検査機器の表示器による表示又は検査担当者からの指示により、原動機の始動及び停止（ハイブリッド自動車、アイド

リングストップ機構付自動車にあっては整備モードへの移行等によるアイドリング状態の維持を含む）を行うこと。 

【１３】受検車両の構造・装置に応じ検査機器の申告ボタンの操作を行うこと。 

【１４】検査コース内における受検車両の移動、停止位置での停車を行うこと。 

【１５】検査機器の表示器による表示（音声案内を含む）又は検査担当者の指示に応じテスタ等への乗入れ、脱出及び前照灯の点

灯操作等を行うこと。 

【１６】記録器のある検査コースにおいては記録器による検査結果の記録を行うこと。 

【１７】検査が終了した場合には、検査票に総合判定結果の記入を受け、所定の窓口に提出すること。 

【１８】走行距離計は総走行距離（オドメータ）を表示した状態とすること。 

【１９】検査担当者がエア・クリーナのカバーの取り外しを指示した場合は、当該カバーを取り外すこと。 

【２０】画像取得装置を使用して画像の取得を行っている場合は、受検車両以外の写り込みを防ぐため受検車両の近傍に近寄ら

ないこと。 

【２１】検査担当者からの指示により牽引自動車と被牽引自動車を連結又は分離すること。 

【２２】ハイブリッド自動車、アイドリングストップ機構付自動車の排気ガス検査の際には、整備モードへの移行等によりアイ

ドリング状態を維持すること。 

【２３】トラクションコントロール装置、横滑り防止装置、坂道発進補助装置については、コースに進入する前に当該装置の作

動状態を確認するとともに、必要に応じその機能を解除すること。 

【２４】寸法及び重量を計測する受検車両は、スペアタイヤ、予備部品、工具その他の携帯物品を取外し、空車状態とすること。 

９．受検者の禁止事項・指示事項
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「不適切な補修の禁止等」 

 

（１）第4章から第5章の規定に基づく基準適合性審査にあたり、検査後の取外し及び一時的な取付け等を防

止するため、自動車の装置又は部品の取付け、取外し若しくは補修及び車体又は装置への表示につい

て、次に掲げる例による方法及びこれらに類する方法により措置されたものであることが外観上確認

された場合は、指定自動車等と同一の構造を有すると認められる場合を除き、保安基準に適合しない

ものとして取扱うものとする。  

① 装置又は部品の取付け  

ア 粘着テープ類（自動車用部品の取付けを目的として設計・製作されたものを除く。）、ロープ類

又は針金類による取付け  

イ 挟込み又は差込みによる取付け等、工具を用いずに容易に取外すことのできる方法による取付け

（指定自動車等において脱着を可能としているもの及び貨物の積みおろしのために一時的な取外

しを要するものを除く。）  

ウ 扉、窓ガラス等の開閉により脱落する又はそのおそれがある取付け 

エ 走行装置の回転部分附近の車体（フェンダー等）にベルト類、ホース類、粘着テープ類（自動車

用部品の取付けを目的として設計・製作され、当該目的のために貼付されたものを除く。）、紙類、

布類、段ボール類、スポンジ類、発泡スチロールが取付けられているもの  

オ 灯火器（審査事務規程7-62（8-62）から7-91（8-91）に規定する灯火等のうち装備義務があるも

のに限る。）の配線（配線の周囲の保護部材等を含む。）が、バンパ及び後写鏡等を含む自動車の

外側表面上に確認できるもの（溶接、リベット、ボルト・ナット又はねじにより確実に取付けられ

ていることが明らかな灯火器にあっては、当該灯火器を取付けるための必要最小限の配線部分を除

く。）  

② 装置又は部品の取外し  

ア 緊急自動車の警光灯に形状が類似した灯火（赤色以外のものを含む。）であって、当該灯火に係

る電球、全ての配線及び灯火器本体（カバー類、粘着テープ類その他の材料により覆われているも

のを含む。）が取外されていないもの  

イ 不点灯状態にある灯火（審査事務規程7-62（8-62）から7-91（8-91）に規定する灯火等（反射器

を除く。）及びその他の灯火をいい、アの灯火を除く。）であって、当該灯火に係る電球（光源）

及び全ての配線が取外されていないもの  

③ 装置又は部品の補修  

ア 粘着テープ類（自動車用部品の補修を目的として設計・製作されたものを除く。）、ロープ類又

は針金類による補修  

イ 灯光の色の基準に適合させるため、灯火器の表面に貼付したフィルム等がカラーマジック、スプ

レー等で着色されているもの  

ウ 空き缶、金属箔、金属テープ又は非金属材料を用いて排気管の開口方向が変更されているもの  

エ 排気管又は消音器に空き缶、軍手、布類、金だわし等、騒音防止を目的として設計・製作された

もの以外の異物が詰められているもの  

オ 灯火器の照射方向の調整が、段ボール、木片等、照射方向の調整を目的として設計・製作された

もの以外の異物の挟込み、差込み又は取付けによる方法その他工具を用いない方法で行われている

もの  

１０．不適切な補修の禁止等
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カ 後写鏡に内蔵された灯火が、粘着テープ類その他の材料により覆われているもの  

④ 車体又は装置への表示  

ア 貼付けられた紙又は粘着テープ類（表示を目的として製作されたステッカーを除く。）に記入さ

れているもの  

イ 表示された内容が容易に消えるもの  

ウ マグネット、吸盤等により取付けられており手で容易に取外すことができるもの（審査事務規程

7-32-1（8-32-1）（2）の表示を除く。） 

 

（２）灯火器、審査事務規程7-100（8-100）の鏡その他の装置等、保安基準に適合させるために取付けられ

た装置であって、指定自動車等と異なる取付方法によると認められるものについては、当該装置、部

品又は表示を手指で揺する、取付部が浮き上がらないかどうかめくろうとする等により確認すること。  

当該確認の結果、取付部の一部が車体から離脱するもの、緩み又はがたがあるものは、保安基準に適

合しないものとして取扱うものとする。 
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自動車分解整備事業者の遵守事項について

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

四国運輸局自動車技術安全部

整備・保安課

● 自動車分解整備事業者の遵守事項 四国運輸局

・公衆の見易いように標識を掲げなければならない（第８９条）

自動車分解整備事業者は、自動車の分解整備を実施する場合、保安基準に適合させ
る等自動車の安全な運行を確保する上において重要な責務を負っています。

道路運送車両法には、自動車分解整備事業者の事業体制の適正化を確保するため、
次の遵守事項が設けられています。

・分解整備に係る部分が、保安基準に適合するようにしなければならない。（第９０条）

・分解整備記録簿を備え、記載し、その写しを使用者に交付し、かつ記載の日から２年間
保存しなければならない。（第９１条）

・認証基準に適合するように設備を維持しなければならない（第９１条の２）

１．自動車分解整備事業者の遵守事項について
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● 自動車分解整備事業者の遵守事項 四国運輸局

①点検整備料金の掲示
法第４８条に規定する点検又は整備の作業を行う事業場にあっては、当該作業に係る料金を
当該事業場において依頼者の見やすいように掲示すること。

自動車分解整備事業者は、道路運送車両法で定められた遵守事項以外に、国土交
通省令（道路運送車両法施行規則第６２条の２の２）で定められた事項を遵守する必
要があります。（第９１条の３）

道路運送車両法施行規則 第６２条の２の２（抜粋）

②概算見積書の交付
法第４８条に規定する点検又は整備の作業を行う事業場にあっては、当該作業の依頼者に対
し、必要となると認められる整備の内容及び当該整備の必要性について説明し、料金の概算見
積りを記載した書面を交付すること。

③過剰請求の禁止
依頼者に対し、行っていない点検若しくは整備の料金を請求し、又は依頼されない点検若しくは
整備を不当に行い、その料金を請求しないこと。

④不正改造の禁止
道路運送車両の保安基準に定める基準に適合しなくなるように自動車の改造を行わないこと。

● 自動車分解整備事業者の遵守事項 四国運輸局

⑤整備主任者の選任
事業場ごとに、当該事業場において分解整備に従事する従業員であって１級又は２級の自動
車整備士の技能検定に合格した者のうち少なくとも１人に分解整備及び法第９１条の分解整備
記録簿の記載に関する事項を統括管理させること（自ら統括管理する場合を含む。）。ただし、
当該事項を統括管理する者（以下「整備主任者」という。）は、他の事業場の整備主任者になる
ことができない。

⑥整備主任者研修の受講
運輸監理部長又は運輸支局長から整備主任者に対し研修を行う旨の通知を受けたときは、整

道路運送車両法施行規則 第６２条の２の２（抜粋）

運輸監理部長又は運輸支局長から整備主任者に対し研修を行う旨の通知を受けたときは、整
備主任者に当該研修を受けさせること。

⑦フロン類の大気放出の禁止
エアコンディショナーが搭載されている自動車の点検又は整備の作業を行う事業場にあっては、
みだりに当該エアコンディショナーに充てんされているフロン類（特定製品に係るフロン類の回収
及び破壊の実施の確保等に関する法律（平成１３年法律第６４号）第２条第１項に規定するフロン
類をいう。）を大気中に放出しないこと。

⑧共謀・教唆の禁止
他人に対して法若しくは法に基づく命令若しくは処分に違反する行為（以下この号において「違
反行為」という。）をすることを要求し、依頼し、若しくは唆し、又は他人が違反行為をすることを助
けないこと。
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２．検査不合格時のお願い
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②平成29年5月1日から平成30年4月30日
までの間に新車新規登録等を受けたもの

乗用車については、平成１７年排出ガス規制７５％低減又は平成３０年排
出ガス規制５０％低減を満たしていてかつ、平成３２年度燃費基準＋４０％
以上を達成している車両に限ります。

①平成26年4月1日から平成29年4月30日
までの間に新車新規登録等を受けたもの

エコカー減免適用

免税
（1回限り）

車
検
日
時
点
で
エ
コ
カ
ー
減
税
対
象
車

該当する

新車新
規登録
等から
｢13年を
経過｣

している

新車新規
登録等か
ら｢18年を
経過｣して

いる

エコカー減免適用なし
13年未満車

※「右以外」の欄をご覧下さい

エコカー減免適用なし
13年経過車

※「13年経過」の欄をご覧下さい

エコカー減免適用なし
18年経過車

※「18年経過」の欄をご覧下さい

エコカー減免適用なし
エコカー（本則税率）

※「エコカー」の欄をご覧下さい

平
成
26
年
4
月
1
日
以
降
の
新
車
新
規
登
録
等
時
に
免
税
を
受
け
た
自
動
車
の
初
回
継
続
検
査

平成29年度税制改正に伴う自動車重量税の税額の基本的な考え方（フローチャート） その２

○平成29年5月1日から平成30年4月30日までに継続検査、中古車の新規登録等を行う場合

該当
する

①該当する

②該当する
(＋４０％以上達成車)

該当
しない

該当
しない

該当しない

該当
する

該当
する

該当
しない

①②のどちらかに該当

３．エコカー減税（自動車重量税）の概要
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① 登録自動車及び小型二輪車の場合
原則として、初度登録年月（小型二輪車の場合は初度検査年月）から12年11ヶ月以後に自動車検査証の交付等を
受ける場合、「13年経過」となります。（租税特別措置法：第九十条の十一の二、第九十条の十一の三）

平成16年6月

起算日

6月○日初度登録
（又は初度検査）

平成29年5月
（13年経過する月）

平成16年6月に初度登録（又は初度検査）を受けた自動車の適用日は、平成29年5月1日からです。初度登録（小型二輪車の場合は
初度検査）の際に自動車検査証の交付を受けた「日」に関係なく、当該交付年月から13年経過する月の1日以後に受ける検査から適
用されます。

② 検査対象軽自動車（二輪を除く）の場合
原則として、初度検査年から13年を経過した年の12月以後に自動車検査証の交付等を受ける場合、「13年経過」と
なります。（租税特別措置法施行令：第五十一条の三）

平成29年
（13年経過した年）

平成16年に初度検査を受けた自動車の適用日は、平成29年12月1日からです。初度検査の際に自動車検査証の交付を受けた「月
日」に関係なく、当該交付年から13年経過した年の12月1日以後に受ける検査から適用されます。

新車新規登録等から13・18年経過する自動車の経過年数の考え方（参考）

平成17年5月
（1年経過する月）

平成28年5月
（12年経過する月）

平成17年
（1年経過した年）

平成28年
（12年経過した年）

平成16年

起算日

6月○日 初度検査

例：平成16年6月に初度登録（小型二輪車の場合は初度検査）を受けた自動車の場合

例：平成16年に初度検査を受けた自動車の場合

※ 「18年経過」の考え方も同様。
※ 離島に使用の本拠の位置を有する自動車については、①にあっては13年（18年）を経過する月の前月から、②にあっては13年（18年）を経過した年の11月から適用されます。- 96 -



＜継続検査等時における自動車重量税の税額＞

１．乗用車 （表中の税額単位：円）

0.5ﾄﾝ以下

～１

～1.5

～２

～2.5

～３

２．特種用途車 （表中の税額単位：円）

１ﾄﾝ以下

～２

～３

～４

～５

～６

～７

～８

～９

～10

～11

～12

～13

～14

～15

～16

～17

～18

～19

～20

～21

～22

～23

～24

～25

３．トラック（車両総重量８トン未満） （表中の税額単位：円）

１ﾄﾝ以下

～２

～2.5

～３

～４

～５

～６

～７

～８

免税

免税

免税

免税

免税

免税

H28.4.1
以後

5,000

10,000

15,000

免税

免税

免税

免税

免税

免税

18年経過
免税 右以外 13年経過

※ 新車新規登録時免税を受けた車両については、初回継続検査時も免税。ただし、平成２９年５月１日以降新車新規登録等した乗用車については、免税要件を満たし、
　　かつ平成32年度燃費基準＋40%以上を達成している車両のみ初回継続検査時も免税となります。
※ 継続検査日においてエコカー減税の対象となる車両については、継続検査時に納付すべき税額が本則税率となります。

5,400

8,100

10,800

13,500

16,200 16,800

14,000

11,200

8,400

5,6005,000

7,500

10,000

12,500

15,000 15,600

13,000

10,400

7,800

5,200

右以外 13年経過 18年経過

エコカー以外
エコカー

（本則税率）

2,500 2,600 2,700 2,800

60,000 62,400 64,800 67,200

62,500 65,000 67,500 70,000

55,000 57,200 59,400 61,600

57,500 59,800 62,100 64,400

50,000 52,000 54,000 56,000

52,500 54,600 56,700 58,800

45,000 46,800 48,600 50,400

47,500 49,400 51,300 53,200

40,000 41,600 43,200 44,800

42,500 44,200 45,900 47,600

35,000 36,400 37,800 39,200

37,500 39,000 40,500 42,000

30,000 31,200 32,400 33,600

32,500 33,800 35,100 36,400

25,000 26,000 27,000 28,000

27,500 28,600 29,700 30,800

20,000 20,800 21,600 22,400

22,500 23,400 24,300 25,200

15,000 15,600 16,200 16,800

17,500 18,200 18,900 19,600

10,000 10,400 10,800 11,200

12,500 13,000 13,500 14,000

5,600

7,500 7,800 8,100 8,400

2,500 2,600 2,700 2,800

5,000 5,200 5,400

　　　区分

車両重量

平成29年5月1日からの自動車重量税の税額表

右以外 13年経過 18年経過

2年自家用 1年自家用 1年事業用

エコカー減免適用なし エコカー減免適用なしエコカー減免適用なし

エコカー減免適用
（本則税率から軽減）

エコカー減免適用
（本則税率から軽減）

エコカー減免適用
（本則税率から軽減）

エコカー
（本則税率）

右以外

エコカー以外

13年経過 13年経過
18年経過

H28.3.31
まで

H28.4.1
以後

18年経過
H28.3.31

まで

エコカー
（本則税率）

エコカー以外

右以外

20,000

25,000

5,700 6,300

30,000

8,200

16,400

24,600

32,800

41,000

49,200

11,400 12,600

10,800 11,400

21,600 22,800 25,200

12,600

34,200 37,800

43,200

54,000

45,600

57,000

50,400

63,000

17,100 18,900

64,800 68,400 75,600

32,400

10,000

12,500

16,400

20,500

2,500

5,000

4,100

8,200

16,200

10,800

5,400

12,3007,500

27,000 28,500 31,500

15,000 24,600

21,600 22,800 25,200

エコカー減免適用なし

32,400 34,200 37,800

エコカー以外

右以外
13年経過

エコカー減免適用
（本則税率から軽減）

免税 免税

　　　区分

車両
総重量

2年自家用 1年自家用 2年事業用

エコカー減免適用
（本則税率から軽減）

エコカー減免適用なし

エコカー減免適用
（本則税率から軽減）

18年経過
H28.3.31

まで
H28.4.1
以後

エコカー減免適用なし

エコカー
（本則税率）

エコカー以外

エコカー
（本則税率）

エコカー以外

エコカー
（本則税率）

右以外
13年経過

H28.3.31
まで

H28.4.1
以後

18年経過

5,000 8,200 10,800 11,400 12,600 5,400 6,300 5,000 5,200

8,200 10,800

7,500 12,300 16,200

5,700

11,400

4,100

12,600 10,000

5,400 5,600

10,000 16,400 21,600 22,800 25,200 5,000 10,400 10,800 11,200

15,000 24,600 32,400 34,200 37,800 17,100 18,900 15,000 15,600 16,200

免税

16,800

20,000 32,800 43,200 45,600 50,400 10,000 16,400 21,600 22,800 25,200 20,000 20,800 21,600 22,400

25,000 41,000 54,000 57,000 63,000 12,500 20,500 27,000 28,500 31,500 25,000 26,000 27,000 28,000

30,000 49,200 64,800 68,400 75,600 15,000 24,600 32,400 34,200 37,800 30,000 31,200 32,400 33,600

35,000 57,400 75,600 79,800 88,200 17,500 28,700 37,800 39,900 44,100

免税

32,800 43,200 45,600

2,500

35,000 36,400 37,800 39,200

40,000 65,600 86,400 91,200 100,800 20,000 50,400 40,000 41,600 43,200 44,800

45,000 73,800 97,200 102,600 113,400

免税

22,500 36,900 48,600 51,300 56,700

41,000 54,000 57,000 63,000

45,000 46,800 48,600 50,400

50,000 82,000 108,000 114,000 126,000 25,000 50,000 52,000 54,000 56,000

55,000 90,200 118,800 125,400 138,600 27,500 45,100 59,400 62,700 69,300 55,000 57,200 59,400 61,600

60,000 98,400 129,600 136,800 151,200 30,000 49,200 64,800 68,400 75,600 60,000 62,400 64,800 67,200

65,000 106,600 140,400 148,200 163,800 32,500 53,300 70,200 74,100 81,900 65,000 67,600 70,200 72,800

70,000 114,800 151,200 159,600 176,400 35,000 57,400 75,600 79,800 88,200 70,000 72,800 75,600 78,400

75,000 123,000 162,000 171,000 189,000 37,500 61,500 81,000 85,500 94,500 75,000 78,000 81,000 84,000

80,000 131,200 172,800 182,400 201,600 40,000 65,600 86,400 91,200 100,800 80,000 83,200 86,400 89,600

85,000 139,400 183,600 193,800 214,200 42,500 69,700 91,800 96,900 107,100 85,000 88,400 91,800 95,200

90,000 147,600 194,400 205,200 226,800 45,000 73,800 97,200 102,600 113,400 90,000 93,600 97,200 100,800

95,000 155,800 205,200 216,600 239,400 47,500 77,900 102,600 108,300 119,700 95,000 98,800 102,600 106,400

100,000 164,000 216,000 228,000 252,000 50,000 82,000 108,000 114,000 126,000 100,000 104,000 108,000 112,000

105,000 172,200 226,800 239,400 264,600 52,500 86,100 113,400 119,700 132,300 105,000 109,200 113,400 117,600

110,000 180,400 237,600 250,800 277,200 55,000 90,200 118,800 125,400 138,600 110,000 114,400 118,800 123,200

115,000 188,600 248,400 262,200 289,800 57,500 94,300 124,200 131,100 144,900 115,000 119,600 124,200 128,800

120,000 196,800 259,200 273,600 302,400 60,000 98,400 129,600 136,800 151,200 120,000 124,800 129,600 134,400

125,000 205,000 270,000 285,000 315,000 62,500 102,500 135,000 142,500 157,500 125,000 130,000 135,000 140,000

　　　区分

車両
総重量

1年自家用 1年事業用

エコカー減免適用
（本則税率から軽減）

エコカー
（本則税率）

エコカー以外

エコカー減免適用なしエコカー減免適用なし

エコカー減免適用
（本則税率から軽減）

エコカー
（本則税率）

右以外 13年経過 18年経過

2,500 2,600 2,700

右以外

エコカー以外

13年経過

H28.3.31まで H28.4.1以後
18年経過

4,4003,300 3,900 4,1002,500

5,000

7,500

7,500

10,000

12,500

15,000

17,500

20,000 32,800 43,200 45,600 50,400

44,10028,700 37,800 39,900

37,800

31,500

25,200

18,900

13,200

8,8006,600

9,900

12,300

16,400

7,800

11,700

16,200

20,500

24,600

21,600

27,000

32,400

8,200

12,300

17,100

22,800

28,500

34,200

2,800

5,000

7,500

7,500

10,000

12,500

5,600

13,000

5,200 5,400

8,1007,800

7,800

10,400

8,100

8,400

8,400

10,800 11,200

14,00013,500

15,600

18,200

20,800

16,20015,000

17,500

20,000

16,800

18,900

21,600

19,600

22,400

1年事業用

エコカー減免適用
（本則税率から軽減）

エコカー減免適用なし

エコカー
（本則税率）

エコカー以外
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＜継続検査等時における自動車重量税税額＞

４．バス、トラック（トラックは車両総重量8トンから適用） （表中の税額単位：円）

１ﾄﾝ以下

～２

～３

～４

～５

～６

～７

～８

～９

～10

～11

～12

～13

～14

～15

～16

～17

～18

～19

～20

～21

～22

～23

～24

～25

～26

～27

～28

～29

～30

５．検査対象軽自動車（二輪を除く） （表中の税額単位：円）

６．小型二輪車 （表中の税額単位：円）

免税

免税

免税

免税

免税

免税 免税

免税

2,500

5,000

※ 新車新規登録時免税を受けた車両については、初回継続検査時も免税。ただし、平成２９年５月１日以降新車新規登録等した乗用車については、免税要件を満たし、
　　かつ平成32年度燃費基準＋40%以上を達成している車両のみ初回継続検査時も免税となります。
※ 継続検査日においてエコカー減税の対象となる車両については、継続検査時に納付すべき税額が本則税率となります。

5,600

13年経過

5,4005,2005,000

エコカー減免適用
（本則税率から軽減）

エコカー減免適用なし

エコカー以外

エコカー減税対象外

2年事業用

エコカー減免適用
（本則税率から軽減）

エコカー
(本則税率)

エコカー減免適用なし

エコカー以外

18年経過

18年経過

1年自家用 1年事業用

平成29年5月1日からの自動車重量税の税額表

右以外
13年経過

18年経過
H28.3.31まで H28.4.1以後

7,500

　　　区分

車両
総重量

10,000

12,500

15,000

17,500

エコカー減免適用
（本則税率から軽減）

エコカー減免適用なし

エコカー
（本則税率）

エコカー以外

20,000

22,500

25,000

27,500

30,000

32,500

35,000

37,500

40,000

42,500

45,000

47,500

50,000

52,500

55,000

57,500

60,000

62,500

75,000

72,500

70,000

67,500

65,000

123,000

118,900

106,600

110,700

114,800

102,500

98,400

94,300

90,200

86,100

82,000

77,900

73,800

69,700

65,600

61,500

57,400

53,300

49,200

45,100

41,000

36,900

32,800

28,700

24,600

20,500

16,400

12,300

8,200

4,100 5,400 5,700 6,300

10,800 11,400 12,600

16,200 17,100 18,900

21,600

27,000

32,400

22,800

28,500

25,200

31,500

37,80034,200

37,800 39,900 44,100

43,200 45,600 50,400

48,600 51,300 56,700

54,000 57,000 63,000

59,400 62,700 69,300

75,600

68,400

81,900

75,600

74,100

64,800

70,200

79,800

86,400

94,50085,50081,000

91,200 100,800

88,200

97,200

91,800 107,10096,900

102,600 113,400

118,800

108,000

102,600 108,300

124,200

113,400

114,000

119,700

125,400

131,100

129,600

135,000

145,800

140,400

151,200

142,500

148,200

153,900

159,600

144,900

138,600

156,600

162,000 171,000 189,000

182,700

176,400

165,300

136,800

エコカー減免適用
（本則税率から軽減）

エコカー減免適用なし

エコカー
（本則税率）

エコカー以外

右以外 13年経過 18年経過

67,600

70,200

65,000

119,700

126,000

132,300

170,100

163,800

157,500

151,200

72,500

75,000

67,500

78,000

75,400

70,000

78,300

81,000

78,400

81,200

84,000

72,800 75,600

47,500

57,500

55,000

52,500

50,000

70,200

52,000

49,400

56,700

65,000

72,800

75,60072,900

19,600

25,200

22,400

47,600

37,800

33,60032,400

2,600 2,700 2,800

5,000 5,200 5,400 5,600

2,500

8,100 8,400

11,200

14,000

16,800

7,800

15,600 16,200

13,500

10,800

7,500

10,000 10,400

13,000

18,200

20,800

23,400 24,300

21,600

18,900

15,000

12,500

17,500

20,000

22,500

25,000

27,500

30,000

32,500

35,000

37,500

40,000

45,000

42,500 44,200 45,900

46,800 48,600

41,600

36,400

39,000

39,200

42,000

44,800

40,500

43,200

26,000

28,600

31,200

33,800 35,100 36,400

29,700

27,000 28,000

30,800

58,800

56,000

53,200

50,400

51,300

54,000

60,000 62,400

59,800

57,200

62,500

59,400 61,600

64,400

67,200

70,000

64,800

62,100

67,500

3,800 5,000

18年経過

2年事業用

右以外

3,000

右以外
13年経過

右以外
H28.3.31まで

8,200 8,8006,600

2年自家用

エコカー
(本則税率)

右以外

H28.4.1以後

2年自家用

13年経過
18年経過

H28.3.31まで

1年自家用

13年経過

H28.4.1以後

7,800

2,200

13年経過
18年経過

5,000

4,400 4,600 2,300 2,500

H28.3.31まで H28.4.1以後

3,200 3,400

右以外

54,600

1,900
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４．ｰ中小企業等経営強化法ｰ　経営力向上計画策定の手引き
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１．自動車分解整備事業関係（平成２８年度）

１－１　認証
前年度末 新　規 廃　止 認　証 今年度末 今年度末工場数の内訳 変更
工場数 認証数 届出数 取消数 工場数 普通 普通・小型 普通・軽 小型 軽 届出数

北海道 4,203 66 58 5 4,206 208 3,836 12 149 1 738

東　北 8,663 105 87 2 8,679 111 8,094 172 283 19 1,003

関　東 24,461 300 342 5 24,414 320 22,216 276 1,569 33 2,048

北陸信越 6,326 80 68 0 6,338 103 5,851 160 215 9 636

中　部 13,091 173 194 0 13,070 146 12,344 1 531 48 1,902

近　畿 12,589 170 193 7 12,559 123 11,470 183 714 69 1,114

中　国 6,243 85 92 0 6,236 98 5,298 514 299 27 336

四　国 4,314 47 58 0 4,303 22 3,972 1 297 11 415

九　州 11,165 102 142 9 11,116 169 9,988 224 690 45 1,117
沖　縄 1,101 31 11 0 1,121 17 832 197 70 5 141

全　国 92,156 1,159 1,245 28 92,042 1,317 83,901 1,740 4,817 267 9,450

１－２　整備主任者 １－３　監査及び処分

（　）
北海道 11,206 1,634 1,641 11,199 296 北海道 48 6 5 (5) 0 0 9
東北 19,827 2,869 2,803 19,893 7 東北 57 2 2 (2) 2 0 22
関東 58,936 9,244 9,028 59,152 10,781 関東 910 6 5 (1) 0 0 0

北陸信越 16,415 2,105 2,115 16,405 1,741 北陸信越 41 1 0 (0) 1 0 10
中部 31,150 4,820 4,708 31,262 3,604 中部 145 20 0 (0) 3 0 56
近畿 30,512 4,468 4,420 30,560 5,301 近畿 136 12 7 (6) 0 0 31
中国 17,047 2,429 2,470 17,006 419 中国 93 0 0 (0) 0 0 27
四国 8,618 954 946 8,626 1,235 四国 16 0 0 (0) 0 0 16
九州 24,922 2,032 2,104 24,850 2,806 九州 48 9 9 (8) 3 0 40
沖縄 2,368 310 280 2,398 61 沖縄 37 2 0 (0) 1 0 7

全国計 221,001 30,865 30,515 221,351 26,251 全国計 1,531 58 28 (22) 10 0 218
（注）　新規選任数には、整備主任者を増員した場合及び事業者自ら

　　  　整備主任者となる場合も含む。 （注）　取消欄の（）には、所在不明による取り消し件数を内数で計上した。

取　消
変　更
届出数

処　　分　　件　　数
監査件数運輸局等運輸局等

前年度末
現在数

運輸局等

文書警告改善命令事業停止
聴聞件数

新　規
選任数

辞任数
今年度末
現在数

５．自動車整備事業の認証、優良、指定等に係る集計結果【全国　平成２８年度】
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２．指定自動車整備事業関係（平成２８年度）

２－１　指定
　新 規 指 定 工 場 数 廃 指 今 年 度 末 工 場 数 の 内 訳

止 定 今年度 兼任 協 協 変更 申請

運輸局等 届 取 末工場 ｶﾞｿ ｼﾞｰ 軽 ｶﾞｿ 検査員 同 業 農 届出 手数料

出 消 数 ﾘﾝ  ｾﾞﾙ 油 ﾘﾝ のみの 組 組 協 数 納付額

( ) ( ) 数 数 限 限 除 除 事業場 合 合 （千円）

北海道 1,820 20 (5) 4 (1) 15 0 1,825 26 8 16 7 388 97 0 15 3 53 583 580.0

東北 2,782 37 (9) 10 (1) 24 0 2,795 20 3 24 1 338 124 0 5 39 24 546 1073.0

関東 6,930 120 (33) 32 (7) 92 1 6,957 198 38 292 14 89 168 1 30 43 38 1,140 3480.0

北陸信越 1,946 57 (25) 14 (5) 41 0 1,962 16 1 16 0 38 7 0 5 46 60 705 1653.0

中部 4,550 86 (35) 35 (5) 77 0 4,559 20 0 169 1 94 125 13 21 30 46 823 2494.0

近畿 4,057 98 (40) 39 (11) 80 2 4,073 135 2 169 1 202 74 4 21 24 10 689 2842.0
中国 2,419 47 (15) 25 (3) 39 1 2,426 105 4 0 0 110 107 2 9 19 35 981 1363.0

四国 1,504 29 (17) 15 (6) 32 0 1,501 14 1 42 1 37 38 15 9 14 11 262 841.0
九州 3,482 72 (33) 30 (12) 54 1 3,499 37 1 118 0 205 60 1 12 61 55 693 2088.0
沖縄 373 18 (10) 6 (1) 11 0 380 2 0 12 0 3 3 0 0 3 1 103 522.0

全国計 29,863 584 (222) 210 (52) 465 5 29,977 573 58 858 25 1,504 803 36 127 282 333 6,525 16936.0
（注） １．新規指定数欄の（）は、廃止新規件数を内数で計上した。

２．「指定取消数」には、所在不明による認証取消の結果、指定の効力が失われたものを含む。
３．業務範囲の限定等の欄において、「ｶﾞｿﾘﾝ限」とはｶﾞｿﾘﾝ自動車のみを行う事業場、「ｼﾞｰｾﾞﾙ限」とはｼﾞｰｾﾞﾙ自動車のみを行う事業場を示し、「ｶﾞｿﾘﾝ除」とはガソリン

　　又は液化石油ガスを燃料とする自動車を除く業務を行う事業場、「軽油除」とは、軽油を燃料とする自動車を除く業務を行う事業場を示す。　　　
４．特定指定工場のうち、「一部供用」とは、検査機器等の一部を他の指定工場等と共用している事業場を、「全部共用」とは全ての検査機器等を他の指定工場等と共用
　　している事業場をいう。
５．「今年度末工場数の内訳」の「兼任検査員のみの事業場」欄は、同一事業者の事業場であって、他の事業場の自動車検査員が兼務している事業場数（当該事業場
　　専任の検査員が１人でもいる事業場を除く。）。

２－２　自動車検査員 ２－３　監査及び処分
　  　　　　　　　　　処　　分　　件　　数

新規 監査 聴聞
選任数 件数 件数

（　）
北海道 921 925 1,159 1,746 1 0 (0) 1 0 13 1
東北 1,509 1,427 4 2,465 5 0 (0) 5 0 7 1
関東 4,274 3,969 18 2,284 8 1 (0) 7 0 9 4

北陸信越 1,002 832 1,209 925 0 0 (0) 0 0 9 0
中部 2,635 2,459 2,967 1,752 12 0 (0) 12 0 26 3
近畿 2,221 1,902 2,526 4,289 9 2 (0) 7 0 7 4
中国 1,402 1,337 112 2,387 2 1 (0) 2 0 14 1
四国 583 571 663 947 3 0 (0) 2 0 22 1
九州 1,263 1,077 1,616 1,603 10 1 (0) 9 0 37 3
沖縄 201 181 35 416 5 0 (0) 5 0 5 1

全国計 16,011 14,680 10,309 18,814 55 5 (0) 50 0 149 19
（注）今期末現在数の（）は、検査員のうち兼任に係る検査員数を内数で計上した。 （注） 「取消」欄中の（　）内は、所在不明による認証取消の結果、

指定の効力が失われた件数（内数）

全国計

運輸局 交付の
停止

是正
命令

文書
警告

検査員
解任命令

前年度末
工場数

北陸信越
中部
近畿
中国
四国

変更
届出数

辞任数
今年度末現在数

5,700

(2)

うち、兼任
検査員数

運輸局等

12,168
8,114
4,310

10,231
996

6,249

94,468

11,849
8,049
4,298

10,045
976

93,137

14,894

前年度末
現在数

8,923
22,496
6,079

14,718
(169)
(176)
(121)
(165)

(850)

北海道
東北
関東

九州
沖縄

うち、工員数
が４人の
工場数

(37)
(13)
(15)
(19)

一部
共用

業務範囲の限定 特定指定工場

9,005
22,801

全部
共用

取消

(133)

5,704
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３．優良自動車整備事業者認定関係（平成２８年度）

３－１認定

運輸局等 前年度末

工場数 一種 車一 車二 電装 原動機 ﾀｲﾔ

 （　）

北海道 206 0 0 () 0 0 0 0 0 4 0 202 39 77 51 19 16 0 0 86 2 0.0

東北 264 0 0 () 1 0 0 0 0 2 0 263 19 33 67 91 36 0 17 211 2 30.0

関東 697 0 0 () 3 3 0 0 0 11 0 692 91 195 106 222 69 0 9 406 17 180.0

北陸信越 230 0 0 () 3 1 0 0 0 2 0 232 17 33 89 52 28 0 13 182 5 120.0

中部 470 0 0 () 0 2 0 0 0 10 0 462 54 79 128 121 50 0 30 329 9 60.0

近畿 318 0 0 () 0 1 1 0 0 5 0 315 36 67 47 112 39 1 13 212 5 60.0

中国 275 0 0 () 1 0 0 0 0 3 0 273 39 87 74 42 22 0 9 147 0 30.0
四国 119 0 0 () 0 0 0 0 0 2 0 117 30 41 19 19 8 0 0 46 2 0.0

九州 262 0 0 () 0 0 0 0 0 8 0 254 45 112 34 34 28 0 1 97 0 0.0
沖縄 10 0 0 () 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 3 4 3 0 0 10 0 0.0
全国 2,851 0 0 () 8 7 1 0 0 47 0 2,820 370 724 618 716 299 1 92 1,726 42 480.0

（注）　新規認定数欄の（）は、二種整備工場であって、工員数が４人の工場数を記載（内数）。

３－２　監査及び処分

運輸局等
（　）

北海道 0
東北 0
関東 0

北陸信越 0
中部 0
近畿 0
中国 0
四国 0
九州 0
沖縄 0
全国 0

（注）　取消欄の（）には、所在不明による取り消し件数を内数で計上した。

　
改善命令

0

監査件数 聴聞件数

0
1

0
0
0
1

0
0

0
0
0

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0

0
0
0
0

　　　　    処　　分　　件　　数
取消

0
0
0
0

0

0
0
0
0
0
0

0
0

0
0
0

0
0
0

0

0

ﾀｲﾔ 計

特種整備工場
今年度末工場数の内訳

変更
届出
数

一種 二種
車一 車二 電装 原動機

文書警告

0

新規認定数
特殊整備工場

二種

廃止
届出
数

認定
取消
数

今年
度末
工場
数

登録免許税
納付額
（千円）
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４．自動車整備事業者数（平成２８年度）

４－１　専業事業者
運輸局
等 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末

北海道 2,742 50 48 2,744 932 13 7 938 142 0 3 139

東北 6,347 74 73 6,348 1,377 18 8 1,387 171 1 2 170

関東 18,158 203 242 18,119 3,000 27 33 2,994 541 5 8 538

北陸信越 4,475 66 55 4,486 1,063 15 9 1,069 212 4 1 215

中部 9,408 130 163 9,375 2,278 47 57 2,268 328 2 6 324

近畿 9,241 145 159 9,227 2,014 40 39 2,015 293 2 4 291

中国 4,468 60 74 4,454 1,246 19 19 1,246 165 1 1 165

四国 3,482 39 46 3,475 964 9 13 960 93 0 2 91

九州 8,575 78 122 8,531 1,850 19 17 1,852 185 0 5 180
沖縄 907 19 12 914 281 5 1 285 10 0 0 10

計 67,803 864 994 67,673 15,005 212 203 15,014 2,140 15 32 2,123

４－２　ディーラー
運輸局
等 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末

北海道 297 1 1 297 198 0 1 197 23 0 1 22
東北 269 2 1 270 198 1 2 197 8 0 0 8
関東 657 8 12 653 455 10 12 453 64 0 0 64

北陸信越 296 3 2 297 163 4 1 166 18 0 0 18
中部 210 5 3 212 198 1 3 196 23 0 0 23
近畿 288 3 5 286 242 10 4 248 19 0 0 19
中国 265 2 3 264 194 2 4 192 22 0 1 21
四国 133 2 1 134 107 0 0 107 28 0 0 28
九州 280 1 2 279 216 1 0 217 35 0 2 33
沖縄 22 0 0 22 17 0 0 17 0 0 0 0
計 2,717 27 30 2,714 1,988 29 27 1,990 240 0 4 236

４－３　自家
運輸局
等 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末

北海道 222 3 0 225 38 0 0 38 2 0 0 2
東北 341 4 1 344 55 1 2 54 1 0 0 1
関東 619 4 7 616 97 1 0 98 37 0 0 37

北陸信越 167 1 0 168 5 0 0 5 1 0 0 1
中部 339 4 2 341 84 1 2 83 7 0 0 7
近畿 514 4 6 512 104 1 2 103 13 0 0 13
中国 168 1 1 168 30 0 0 30 6 0 0 6
四国 102 2 2 102 24 0 0 24 3 0 0 3
九州 414 2 4 412 63 0 0 63 12 0 0 12
沖縄 58 0 0 58 9 0 0 9 0 0 0 0
計 2,944 25 23 2,946 509 4 6 507 82 0 0 82

優　良　認　定

認　　　　証 指　　　　定 優　良　認　定

認　　　　証 指　　　　定 優　良　認　定

認　　　　証 指　　　　定
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様式　３

１．自動車分解整備事業関係（平成２８年度）

１－１認証

今年度末工場数の内訳

普通 普通・小型 普通・軽 小型 軽

徳島 968 9 10 0 967 6 900 0 57 4 76

香川 1,079 12 11 0 1,080 10 995 1 72 2 85

愛媛 1,489 20 26 0 1,483 3 1,361 0 116 3 141

高知 778 6 11 0 773 3 716 0 52 2 113

0

0

0

0

0

0

管内計 4,314 47 58 0 4,303 22 3,972 1 297 11 415

１－２整備主任者 １－３監査及び処分

（　　）
徳島 1,775 174 178 1,771 245 徳島 5 0 0 () 0 0 5

香川 2,349 309 287 2,371 393 香川 5 0 0 () 0 0 5

愛媛 2,955 362 363 2,954 538 愛媛 3 0 0 () 0 0 3

高知 1,539 109 118 1,530 59 高知 3 0 0 () 0 0 3

0

0

0

0

0
0

管内計 8,618 954 946 8,626 1,235 管内計 16 0 0 () 0 0 16
注：新規選任数には、整備主任者の増員及び事業者自ら整備主任者となる場合も含む。 注： 「取消」欄中の（　）内は、所在不明による取り消し件数（内数）。

前年度末
現在数

運輸支局等
変　更
届出数

今年度末
現在数

辞任数
新　規
選任数 文書警告

聴聞件数監査件数運輸支局等

処　　分　　件　　数

取　消
事業停止 改善命令

運輸支局等
変　更
届出数

前年度末
工場数

今年度末
工場数

認　証
取消数

廃　止
届出数

新　規
認証数

６．自動車整備事業の認証、優良、指定等に係る集計結果【四国　平成２８年度】
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様式　４

２．指定自動車整備事業関係業務量報告（平成２８年度）

２－１指定

廃 指 今 年　度 末 工 場 数 の 内 訳
止 定 協 協 変更 申請
届 取 ｶﾞｿ ｼﾞｰ 軽 ｶﾞｿ 同 業 農 届出 手数料
出 消 ﾘﾝ  ｾﾞﾙ 油 ﾘﾝ 組 組 協 数 納付額

(　 ) ( 　) 数 数 限 限 除 除 合 合 （千円）

徳島 307 7 (3) 1 () 5 0 309 5 0 8 0 12 15 3 2 2 1 59 203
香川 403 10 (5) 8 (3) 10 0 403 8 1 8 0 21 8 0 5 3 0 61 290
愛媛 540 8 (6) 5 (3) 11 0 537 0 0 19 1 4 7 0 2 7 5 98 232
高知 254 4 (3) 1 () 6 0 252 1 0 7 0 0 8 12 0 2 5 44 116

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

管内計 1,504 29 (17) 15 (6) 32 0 1,501 14 1 42 1 37 38 15 9 14 11 262 841

注１：新規指定工場数欄の（）内は、廃止新規件数（内数）。

注２：「指定取消数」には、所在不明による認証取消の結果、指定の効力が失われたものを含む。

２－２自動車検査員 ２－３監査及び処分

（　　）
徳島 131 114 216 219 0 0 () 0 0 3 0
香川 189 176 278 161 1 0 () 0 0 11 0
愛媛 224 230 108 315 2 0 () 2 0 7 1
高知 39 51 61 252 0 0 () 0 0 1 0

管内計 583 571 663 947 3 0 () 2 0 22 1
注：「取消」欄中の（　）内は、所在不明による認証取消の結果、
　　　指定の効力が失われた件数（内数）

121 管内計

723 711 20
0
0

交付の
停止

4,310

0
0

4,298

0
0

取消
運輸支局

等

高知
愛媛

一部
共用

全部
共用

業務範囲の限定

注４：特定指定工場のうち、「一部共用」とは、検査機器等の一部を他の指定工場等と共用している事業場を、「全部共用」とは全ての検査機器等を他の指定工場等と共用
　　　している事業場をいう。

注５：「今年度末工場数の内訳」の「兼任検査員のみの事業場」欄は、同一事業者の事業場であって、他の事業場の自動車検査員が兼務している事業場数（当該事業場
　　　専任の検査員が１人でもいる事業場を除く。）。

1,314

運輸支局
等 検査員解

任命令
文書
警告

是正
命令

新規指定工場数

前年度
末工場

数

うち、工員数
が４人の工
場数

43

辞任数
新規
選任
数

前年度末
現在数

今年度末現在数

注３：業務範囲の限定等の欄において、「ｶﾞｿﾘﾝ限」とはｶﾞｿﾘﾝ自動車のみを行う事業場、「ｼﾞｰｾﾞﾙ限」とはｼﾞｰｾﾞﾙ自動車のみを行う事業場を示し、「ｶﾞｿﾘﾝ除」とはガソリン
　　　又は液化石油ガスを燃料とする自動車を除く業務を行う事業場、「軽油除」とは、軽油を燃料とする自動車を除く業務を行う事業場をいう。

特定指定工場
運輸支局

等

兼任
検査員
のみの
事業場

処　　分　　件　　数

823
1,301

 聴聞
件数

監査
件数

変更
届出
数うち、兼任検

査員数

今年度
末工場

数

1,451 1,445

840 41

17
香川
徳島
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様式　５
３．優良自動車整備事業者認定関係業務量報告（平成２８年度）

３－１認定

今年度末工場数の内訳

運輸支局等 一種

(　 ) 車一 車二 電装 原動機 ﾀｲﾔ 車一 車二 電装 原動機 ﾀｲﾔ 計

徳島 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20 8 10 1 0 1 0 0 2 0 0.0

香川 48 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 47 14 11 5 13 4 0 0 22 0 0.0

愛媛 39 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 38 6 15 9 6 2 0 0 17 2 0.0

高知 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12 2 5 4 0 1 0 0 5 0 0.0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

管内計 119 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 117 30 41 19 19 8 0 0 46 2 0.0

注：新規認定数欄の（　）内は、二種整備工場であって、工員数が４人の工場数（内数）。

３－２監査及び処分

（　）

徳島 ()

香川 ()

愛媛 ()

高知 ()

管内計 ()

注： 「取消」欄中の（　）内は、所在不明による取り消し件数（内数）。

0

0

0

0

0

0

0

.

0

0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

監査件数

0

0

新 規 認 定 数

特 殊 整 備 工 場二種
廃止
届出
数

前年度
末工場

数

0

0

0

変更
届出
数

登録免許
税納付額
（千円）一種 二種

特殊整備工場

処　　分　　件　　数

今年
度末
工場
数

認定
取消
数

運輸支局等 取　　消聴聞件数
改善命令 文書警告

0
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様式６
４．自動車整備事業者数（平成２８年度）

４－１専業事業者

前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末

徳島 815 8 10 813 197 4 2 199 11 0 0 11

香川 818 12 8 822 232 4 3 233 38 0 1 37

愛媛 1,223 13 21 1,215 374 1 5 370 34 0 1 33

高知 626 6 7 625 161 0 3 158 10 0 0 10

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

計 3,482 39 46 3,475 964 9 13 960 93 0 2 91

４－２ディーラー

前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末

徳島 23 0 0 23 23 0 0 23 7 0 0 7

香川 31 0 0 31 27 0 0 27 12 0 0 12

愛媛 38 2 1 39 31 0 0 31 7 0 0 7

高知 41 0 0 41 26 0 0 26 2 0 0 2

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

計 133 2 1 134 107 0 0 107 28 0 0 28

４－３自家

前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末

徳島 14 0 0 14 1 0 0 1 2 0 0 2

香川 40 0 1 39 8 0 0 8 0 0 0 0

愛媛 24 2 1 25 12 0 0 12 1 0 0 1

高知 24 0 0 24 3 0 0 3 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

計 102 2 2 102 24 0 0 24 3 0 0 3

運輸支
局等

認　　　　証 指　　　　定 優　良　認　定

運輸支
局等

認　　　　証 指　　　　定 優　良　認　定

運輸支
局等

認　　　　証 指　　　　定 優　良　認　定
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（オペレータ受付時間　平日９：３０～１２：００　１３：００～１７：３０）

ＨＰ：http://www.mlit.go.jp/jidosha/carinf/rcl/index.html

〒１００－８９１８
東京都千代田区霞が関２－１－３　中央合同庁舎３号館
【ＴＥＬ】０３－５２５３－８１１１　【ＦＡＸ】０３－５２５３－１６４０

○各運輸支局　検査整備保安担当

自動車登録手続き等に関する事務

〒７６０－００６８
香川県高松市松島町１丁目１７－３３高松第2地方合同庁舎
【ＦＡＸ】０８７－８３７－２６７２

自動車技術安全部

管理業務調整官 【ＴＥＬ】０８７－８３５－６３６８

○国土交通省　自動車局　審査・リコール課

整備・保安課

技術課

自動車の整備事業の指導監督に関す
る業務

自動車の検査に関する業務

○四国運輸局　自動車技術安全部　技術課

○自動車の不具合情報ホットライン

フリーダイヤル　０１２０－７４４－９６０（年中無休・２４時間）

保安・環境調整官

四国運輸局　自動車技術安全部　組織のご案内

リコールについての相談窓口、情報提供窓口

【ＴＥＬ】０８７－８３５－６３６９

【ＴＥＬ】０８７－８３５－６３７０

【ＴＥＬ】０８７－８３５－６３７２
運送事業の安全対策及び自動車の環
境対策に関する業務

７．問合せ一覧（平成29年8月1日現在）
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〒７７１－１１５６
徳島県徳島市応神町応神産業団地１－１

【ＴＥＬ】０８８－６４１－４８１１

【ＴＥＬ】０５０－５５４０－２０７４

【検査整備保安部門】 【ＴＥＬ】０８８－６４１－４８１３

【ＦＡＸ】０８８－６４１－４８１４（輸送・監査部門）

【ＦＡＸ】０８８－６４１－４８２０（登録、検査整備保安部門）

〒７６１－８０２３
香川県高松市鬼無町字佐藤２０－１

【企画観光・輸送・監査部門】 【ＴＥＬ】０８７－８８２－１３５７

【登録・検査ヘルプデスク】 【ＴＥＬ】０５０－５５４０－２０７５

【検査整備保安部門】 【ＴＥＬ】０８７－８８２－１３５５

【ＦＡＸ】０８７－８８２－４０３３（企画観光・輸送・監査部門）

【ＦＡＸ】０８７－８８２－４０４１（登録、検査整備保安部門）

〒７９１－１１１３
愛媛県松山市森松町１０７０

【輸送・監査部門】 【ＴＥＬ】０８９－９５６－１５６３

【登録・検査ヘルプデスク】 【ＴＥＬ】０５０－５５４０－２０７６

【検査整備保安部門】 【ＴＥＬ】０８９－９５６－１５６１

【ＦＡＸ】０８９－９５７－９０３５（輸送・監査部門）

【ＦＡＸ】０８９－９６９－０５５６（登録、検査整備保安部門）

〒７８１－５１０３
高知県高知市大津乙１８７９－１

【輸送・監査部門】 【ＴＥＬ】０８８－８６６－７３１１

【登録・検査ヘルプデスク】 【ＴＥＬ】０５０－５５４０－２０７７

【検査整備保安部門】 【ＴＥＬ】０８８－８６６－７３１３

【ＦＡＸ】０８８－８６６－７３１０（輸送・監査部門）

【ＦＡＸ】０８８－８６６－７３１５（登録、検査整備保安部門）

【輸送・監査部門】

【登録・検査ヘルプデスク】

運輸支局　組織のご案内

●徳島運輸支局（応神庁舎）

●香川運輸支局

●愛媛運輸支局

●高知運輸支局（大津庁舎）

- 117 -



〒７６１－８０２３
香川県高松市鬼無町字佐藤２０－１

【ＴＥＬ】０８７－８８２－１３７２
【ＦＡＸ】０８７－８４２－５０７５

〒７７１－１１５６
徳島県徳島市応神町応神産業団地１－１

【ＴＥＬ】０８８－６４１－６４６５
【ＦＡＸ】０８８－６４１－６４７６

〒７９１－１１１３
愛媛県松山市森松町１０７０

【ＴＥＬ】０８９－９５６－２８０９
【ＦＡＸ】０８９－９５６－２８１２

〒７８１－５１０３
高知県高知市大津乙１８７９－１

【ＴＥＬ】０８８－８０４－５２０３
【ＦＡＸ】０８８－８０４－５２４５

〒７６９－０１０３
香川県高松市国分寺町福家甲１２５８－１８

【ＴＥＬ】０５０－３８１６－３１２２
【ＦＡＸ】０８７－８７０－６５９６

〒７７１－１１５６
徳島県徳島市応神町応神産業団地１－３

【ＴＥＬ】０５０－３８１６－３１２３
【ＦＡＸ】０８８－６８３－３６４６

〒７９１－１１１２
愛媛県松山市南高井町１８１４－２

【ＴＥＬ】０５０－３８１６－３１２４
【ＦＡＸ】０８９－９０５－９７８２

〒７８１－０２７０
高知県高知市長浜３１０６－２

【ＴＥＬ】０５０－３８１６－３１２５
【ＦＡＸ】０８８－８３７－９７６２

●香川主管事務所

●徳島事務所

●愛媛事務所

●高知事務所

独立行政法人自動車技術総合機構　組織のご案内

●四国検査部

●徳島事務所

●愛媛事務所

●高知事務所

軽自動車検査協会　組織のご案内
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〒１００－００１１
東京都千代田区内幸町２丁目２－３日比谷国際ビル１８階

○フリーダイヤル　０１２０－０２８－２２２
○【ＦＡＸ】０３－３５０２－０２８６

〒７６０－８５７０
香川県高松市番町４丁目１－１０（県庁東館２Ｆ）

○【ＴＥＬ】０８７－８３２－３７９０
○【ＦＡＸ】０８７－８６１－３２９１

○相談専用電話０８７－８３３－０９９９
（土曜日・日曜日・祝日・年末年始（１２月２９日～１月３日）を除く毎日８：３０～１７：００）

〒７７０－０８５１
徳島県徳島市徳島町城内２番地１　とくぎんトモニプラザ（徳島県青少年センター）５階

○【ＴＥＬ】０８８－６２３－０１１０
○【ＦＡＸ】０８８－６２３－０１７４

〒７９１－８０１４
愛媛県松山市山越町４５０番地（愛媛県男女共同参画センター１階）

○【ＴＥＬ】０８９－９２６－２６０３
○【ＦＡＸ】０８９－９４６－５５３９

○相談専用電話０８９－９２５－３７００

〒７８０－０９３５
高知県高知市旭町３丁目１１５　こうち男女共同参画センター　ソーレ２Ｆ

○【ＴＥＬ】０８８－８２４－０９９９
相談受付時間：９時～１６時４５分まで

※日曜日も相談を受け付けています。（土曜日・祝日・年末年始は休みです）
○【ＦＡＸ】０８８－８２２－５６１９

国土交通省以外のお問い合わせ先等

●公益財団法人　自動車製造物責任相談センター

●香川県消費生活センター

●徳島県消費者情報センター

●愛媛県消費生活センター

●高知県消費生活センター
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８．定期点検の間隔及び自動車検査証の有効期間に関する整理表
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